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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 

回次 第109期中 第110期中 第111期中 第109期 第110期 

会計期間 

自平成17年 
４月1日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月1日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月1日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月1日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月1日 

至平成19年 
３月31日 

(1)連結経営指標等    

売上高 (百万円) 40,893 44,932 51,584 88,656 96,071

経常利益 (百万円) 2,890 4,667 4,532 7,550 9,642

中間（当期）純利益 (百万円) 1,424 2,771 2,569 4,154 5,879

純資産額 (百万円) 55,190 62,786 67,167 60,520 66,238

総資産額 (百万円) 100,218 107,382 113,387 108,728 113,094

１株当たり純資産額 (円) 1,004.45 1,121.99 1,199.72 1,105.54 1,183.99

１株当たり中間（当
期）純利益 

(円) 25.91 50.69 47.05 74.83 107.59

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益 

(円) 25.91 - - 74.83 -

自己資本比率 (％) 55.1 57.1 57.8 55.7 57.2

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

(百万円) 1,659 △317 △940 6,411 5,928

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

(百万円) △1,617 △1,618 △1,396 △3,109 △3,631

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

(百万円) △517 △1,857 △129 △3,065 △3,756

現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高 

(百万円) 16,134 13,221 13,430 16,942 15,719

従業員数 (人) 3,229 3,347 3,476 3,260 3,343



  

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．第110期中、第111期中及び第110期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載

をしていない。 

３．第110期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

４．提出会社の経営指標等のうち、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益については、中間連結財務諸表を作成し、中間財務諸表の注記を省略しているため記載を省略してい

る。 

  

 

回次 第109期中 第110期中 第111期中 第109期 第110期 

会計期間 

自平成17年 
４月1日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月1日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月1日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月1日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月1日 

至平成19年 
３月31日 

(2)提出会社の経営指標等    

売上高 (百万円) 17,828 20,966 25,443 36,663 44,012

経常利益 (百万円) 1,286 2,601 3,013 3,152 5,235

中間（当期）純利益 (百万円) 944 2,838 1,929 2,164 4,671

資本金 (百万円) 5,752 5,752 5,752 5,752 5,752

発行済株式総数 (千株) 56,554 56,554 56,554 56,554 56,554

純資産額 (百万円) 43,755 47,943 49,689 47,038 49,815

総資産額 (百万円) 65,857 72,226 73,331 71,172 74,846

１株当たり配当額 (円) 4.50 6.50 7.00 10.00 13.00

自己資本比率 (％) 66.4 66.4 67.8 66.1 66.6

従業員数 (人) 912 1,103 1,172 907 1,088



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はない。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

   

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）である。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。 

  

(3)労働組合の状況 

 当社及び各連結子会社ともに労使間に特記すべき事項はない。 

  

  平成19年9月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

鋳造分野   1,317 

表面処理分野   961 

環境関連分野   297 

物流分野   267 

メカトロ関連分野   202 

投射材・研磨材   212 

その他   197 

全社（共通）   23 

合計   3,476 

  平成19年9月30日現在

従業員数（人） 1,172 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、大企業を中心に企業収益が好調に推移するとともに、雇用情勢の改善により個人消費が持ち
直しの兆しをみせ、景気は緩やかながら拡大基調を維持した。また、海外では、米国経済に減速感があったが、欧州は底堅く、アジ
アでは、中国、インドなどが高成長を維持し、総じて拡大基調で推移した。 

当社グループの需要先業界である素材・素形材産業については、国内では、自動車、建機、造船などの幅広い分野で、増産対応を
含めた更新需要が堅調に推移するとともに、海外については、欧州の回復傾向に加え、成長が持続する中国、タイなどのアジア市場
などで底堅い需要に支えられた。 

このような状況のもと、グローバル市場への戦略商品の拡販、お客様の安全・安定操業を支援するサポート営業に徹し、受注・売
上の拡大に努め、当中間連結会計期間の売上高は、51,584百万円と、前中間連結会計期間に比べ6,652百万円（前中間連結会計期間比
14.8％増）増加した。 

収益面については、好調な鋳造分野などで増収効果があったものの、表面処理分野での採算性の低い案件などの影響もあり、営業
利益は、前中間連結会計期間に比べ21百万円（前中間連結会計期間比0.5％増）の微増にとどまり、4,215百万円の計上となった。 

経常利益は、持分法による投資利益等の営業外収益の減少があり、4,532百万円となり、前中間連結会計期間に比べ135百万円（前
中間連結会計期間比2.9％減）減少した。 

中間純利益は、特別損失及び法人税等があり、2,569百万円の計上となり、前中間連結会計期間に比べ202百万円（前中間連結会計
期間比7.3％減）減少した。 

  
①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。 
〔鋳造分野〕 

国内では、自動車、建機、一般機械向けに戦略商品のエアレーション方式を採用した静圧造型設備が好調に推移するとともに、自
動車部品向けのアルミ鋳造装置・アルミ仕上げ装置が伸長するなど、大型鋳造設備を中心に堅調な需要が継続した。海外では、北米
において建機向けの大型鋳造設備が売上に寄与するとともに、中国、タイ、韓国などのアジア市場での自動車部品向けの需要に加え
て、チェコ、スイスなどの欧州市場での鋳造装置の売上の貢献があり、当分野としての売上高は、17,600百万円（前中間連結会計期
間比29.9％増）となった。営業利益は、需要増加に加え、サポート営業によるメンテナンス部品の拡販が寄与したことにより、2,059
百万円（前中間連結会計期間比43.7％増）を計上した。 
〔表面処理分野〕 

自動車、建機、一般機械向けでの増産対応に加えて、造船向けでの合理化・環境対応設備として大型ショットブラストマシンが好
調に推移するとともに、電子業界向けの微細加工用のエアーブラストマシンが売上に寄与したが、自動車部品向けの研磨機の需要が
一巡したことにより、当分野全体の売上高は、9,779百万円（前中間連結会計期間比5.4％増）にとどまった。営業利益は、好採算の
汎用ショットブラストマシンやメンテナンス部品の売上が増加したが、造船向け大型ショットブラストマシンなど一部の不採算案件
が利益率を押し下げ、787百万円（前中間連結会計期間比36.9％減）を計上した。 
〔環境関連分野〕 

法規制を受けたコンバーティング業界向けのＶＯＣガス（揮発性有機化合物）浄化装置の需要が伸長するとともに、アルミ合金向
け大型集塵装置及び工作機械向け汎用集塵装置がともに好調を持続した。また、粉粒体処理では、非鉄業界向けで廃棄物のリサイク
ル用途の造粒装置の売上が寄与して、当分野の売上高は、6,867百万円（前中間連結会計期間比27.8％増）となった。営業利益では、
売上増に伴う増収効果に加えて、好採算の汎用集塵装置の販売が増加したが、大型案件のＶＯＣガス（揮発性有機化合物）浄化装置
の一部が低採算となったことにより、704百万円（前中間連結会計期間比5.7％減）を計上した。 
〔物流分野〕 

コンベアーの売上は、自動車部品、製紙業界向けなどで堅調に推移したが、シザーリフトが、工作機械、食品機械向けなどで競争
激化により減少に転じるとともに、北米市場での自動車部品向け搬送装置の売上が低迷したことにより、当分野の売上高は、3,782百
万円（前中間連結会計期間比9.2％減）となった。営業利益については、需要減に加え、販管費が増加したことにより、126百万円
（前中間連結会計期間比43.6％減）を計上した。 
〔メカトロ関連分野〕 

産業機器等の駆動部向けサーボシリンダー及び自動車機器向けの検査計測装置の売上が鈍化するとともに、液晶パネル製造装置向
けのハンドリングロボットが需要先業界の設備投資の回復が遅れたことにより、当分野の売上高は、1,739百万円（前中間連結会計期
間比37.5％減）となった。営業利益は、売上の減少をコストダウン努力でカバーできず、191百万円（前中間連結会計期間比24.1％
減）を計上した。 
〔投射材・研磨材〕 

需要先業界である自動車、造船、鉄鋼関連等における設備稼働率の上昇により、投射材及び研磨材に対してともに高水準の需要が
継続したことにより、当分野の売上高は、9,983百万円（前中間連結会計期間比21.8％増）となった。営業利益は、増収効果に加え、
投射材の原材料となるスクラップの価格高騰に対して需要先への価格転嫁が進み、924百万円（前中間連結会計期間比47.0％増）を計
上した。 
〔その他〕 

自動車内装部品向け真空成形機の売上が順調に推移するとともに、液晶・半導体製造装置向け大型セラミックス部品、道路橋脚の
耐震補強工事及びガスホルダーの検査前処理工事が伸長したことにより、全体の売上高は、3,269百万円（前中間連結会計期間比
10.4％増）となった。営業利益は、大型セラミックス部品の製造設備の償却負担増があり、21百万円（前中間連結会計期間比10.2％
減）を計上した。 

②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。 

〔日本〕 

 自動車、建機、造船をはじめ幅広い分野で設備投資需要が堅調に推移したこと、前連結会計年度に引き続き需要が旺盛な中国への

輸出が増加したこと等により堅調に推移した。その結果、売上高は42,743百万円(前中間連結会計期間比10.7％増)、営業利益は4,615

百万円(前中間連結会計期間比6.4％増)を計上した。 

〔北アメリカ〕 

 北米市場における設備投資の需要環境は、製造業の在庫調整の影響により低迷しているものの、建機向けの大型鋳造設備の売上が

計上できたため、売上高は4,114百万円(前中間連結会計期間比98.4％増)、営業利益は143百万円(前中間連結会計期間は28百万円の営

業損失)を計上した。 



〔ヨーロッパ〕 

 ヨーロッパの景気は一時的減速から持ち直しつつあり、域内及びアジアなどへの輸出が堅調に推移したことなどにより、売上高は

2,691百万円(前中間連結会計期間比75.1％増)、営業利益は販売管理費の増加により34百万円(前中間連結会計期間比53.5％減)を計上

した。 

〔アジア〕 

 旺盛な需要が続く中国経済に支えられ、堅調に推移した。その結果、売上高は2,338百万円(前中間連結会計期間比6.8％増)となっ

たものの、原材料（スクラップ）価格の上昇及び競争激化などにより、営業利益は91百万円(前中間連結会計期間比54.8％減)となっ

た。 

〔南アメリカ〕 

 ブラジルの設備投資需要の増加により、売上高は1,921百万円（前中間連結会計期間比38.6％増）となったものの、営業利益は、競

争の激化などから収益率が圧迫されたことにより、11百万円（前中間連結会計期間比83.6％減）となった。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、税金等調整前中間純利益4,504百万円の計
上及び前受金の増加1,158百万円があったものの、売上債権の増加1,875百万円、たな卸資産の増加1,961百万円による資金の減少、法
人税等の支払い2,451百万円及び有形固定資産の取得による支出1,469百万円等により、前連結会計年度に比べ2,288百万円減少（前連
結会計年度比14.6％）し、当中間連結会計期間末には13,430百万円となった。 
〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

当中間連結会計期間において、営業活動による資金は、940百万円の減少（前中間連結会計期間は317百万円の減少）となった。こ
れは、税金等調整前中間純利益4,504百万円の計上及び前受金の増加1,158百万円があったものの、売上債権の増加1,875百万円、たな
卸資産の増加1,961百万円及び法人税等の支払い2,451百万円に伴って資金が減少したこと等によるものである。 
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

当中間連結会計期間において、投資活動による資金は、1,396百万円の減少（前中間連結会計期間は1,618百万円の減少）となっ
た。これは、設備投資に伴う有形固定資産の取得による支出1,469百万円があり、資金が減少したこと等によるものである。 
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

当中間連結会計期間において、財務活動による資金は、129百万円の減少（前中間連結会計年度は1,857百万円の減少）となった。
これは、短期借入金が238百万円純増したものの、配当金の支払いが355百万円あり、資金が減少したこと等によるものである。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は、販売価格によっている。 

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

３．上記の金額には、消費税等は含めていない。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

２．上記の金額には、消費税等は含めていない。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前中間連結会計期間比（％） 

鋳造分野 20,499 121.6 

表面処理分野 9,881 105.9 

環境関連分野 6,625 123.3 

物流分野 3,827 92.8 

メカトロ関連分野 1,404 49.7 

投射材・研磨材 9,730 122.5 

その他 2,123 108.4 

合計 54,092 111.7 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円）
前中間連結会計期間

比（％） 
受注残高（百万円）

前中間連結会計期間
比（％） 

鋳造分野 22,573 127.2 26,863 147.0 

表面処理分野 10,560 102.1 5,913 119.0 

環境関連分野 7,385 117.2 4,483 127.6 

物流分野 3,943 111.0 1,376 68.8 

メカトロ関連分野 1,265 46.7 1,463 66.2 

投射材・研磨材 9,697 122.4 49 239.7 

その他 1,714 87.6 716 74.8 

合計 57,141 113.1 40,865 127.9 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

２．上記の金額には、消費税等は含めていない。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべ

き課題について、重要な変更はない。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

(1）技術援助契約（技術等の導入・供与） 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

(2）東部シントー株式会社との合併 

当社は、関東地区での営業及び据付工事、メンテナンスの各機能の効率化を図るため、平成19年10月１日付で同地区における

当社及びグループ会社の製品の販売、据付工事及びメンテナンスを行う完全子会社の東部シントー株式会社を吸収合併すること

を、平成19年７月５日開催の取締役会で決議し、同日合併契約を締結した。詳細については、「第５ 経理の状況 2.中間財務諸

表等（1）中間財務諸表 （重要な後発事象）」に記載している。 

(3）東伸産業株式会社からの事業譲受け 

 当社は、連結経営の効率化とガバナンスの強化を図るため、平成19年10月１日付で関西地区における当社グループ製品の販売

会社である東伸産業株式会社から鋳造、表面処理関連製品の販売及び一部製品の製造に関する事業を譲受けることを、平成19年

７月５日開催の取締役会で決議し、同日事業譲渡契約を締結した。詳細については、「第５ 経理の状況 2.中間財務諸表等

（1）中間財務諸表 （重要な後発事象）」に記載している。 

  

５【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、「素材に形をいのちを」を企業理念に、金属、セラミックス、樹脂等の素形材関連

設備及び投射材、研磨材を主体とするメーカーとして、これら素材の成形を基本としたコア技術とその周辺技術、関連技術に関

する研究開発を各社開発部門において実施している。 

  特にプロセス技術、環境技術、情報技術をキーワードとして、省エネルギー、トータルコストの低減、循環型社会の実現に向

け、市場ニーズに応えるべくグループトータルでの研究開発を推進している。 

  当中間連結会計期間において、研究開発活動に要した費用の総額は639百万円であり、事業の種類別セグメントの主な研究開発

活動の状況及び研究開発費を示すと、次のとおりである。 

  なお、研究開発活動の記載金額には、消費税等は含めていない。 

(1)鋳造分野 

   主に、当社が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

   生型造型関係では、鋳造品の精度向上、省エネルギー、作業改善、トータルコスト低減を図った「シングルステーション水平

割抜粋造型装置ＦＢＯＸ」を開発した。 

アルミ鋳造関係では、鋳造品質の向上を狙うとともに、作業環境や省エネなど環境に配慮した鋳造機の開発を進めている。 

当事業に係る研究開発活動は、154百万円である。 

(2)表面処理分野 

   主に、当社及び子会社の新東ブレーター㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前中間連結会計期間比（％） 

鋳造分野 17,600 129.9 

表面処理分野 9,779 105.4 

環境関連分野 6,740 130.8 

物流分野 3,782 90.8 

メカトロ関連分野 1,739 62.5 

投射材・研磨材 9,683 122.0 

その他 2,257 109.4 

合計 51,584 114.8 



自動車用部品等の耐久性を向上させるショットピーニング技術について、鉄鋼材料のみならず非鉄材料や接合部に対する効果

確認と特性把握などその適用拡大に向けた検証実験を進めている。また、環境改善、装置のコンパクト化、ランニングコスト低

減を目指した要素技術の開発を進めている。 

また、電子部品業界の要望に応えて、小物部品に対し、製品の投入から加工まで全自動で仕上げができるブラスト加工装置を

開発し顧客へ納入した。 

当事業に係る研究開発活動は、197百万円である。 

(3)環境関連分野 

主に、当社及び子会社の新東ブレーター㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

小型汎用集塵機においては、「溶接・レーザー用ＰＸＮ」に引き続き、プラズマ加工機による非金属加工時に発生する

“ヒューム＋臭気”処理用の「集塵機能付き脱臭装置」開発を進めている。 

当事業に係る研究開発活動は、53百万円である。 

(4)物流分野 

   主に、子会社の㈱メイキコウが中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

   リフト関連では、耐久性や安全性の向上を図るとともに、電動リフト特形対応標準ユニットの研究開発に取り組んだ。 

   当事業に係る研究開発活動は、57百万円である。 

(5)メカトロ関連分野 

   主に、当社及び子会社の㈱メイキコウ並びに新東ブレーター㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

既設造型機用として、安全稼動を目的とした「安全確認ソフト」を開発したが、新たに納入造型機にも搭載した。これは、装

置起動時にオペレータが自分の健康チェックや装置の安全チェックを、タッチパネルのモニタ画面を通して対話方式で確認する

もので、ショットブラスト汎用機には既に標準搭載している。 

クリーンシステム関連では、液晶パネルのエアー浮上搬送、ウエハソータ、水平多間接ロボットなどの開発を進めた。 

当事業に係る研究開発活動は、50百万円である。 

(6)投射材・研磨材 

   主に、子会社の新東ブレーター㈱及び新東ブイセラックス㈱が中心となって研究開発活動を行っている。 

研磨材関連として、東北大学と高硬度材料に有効なアモルファス系の投射材を共同研究したのに引続き、その他の材料系で溶

射材料として適用できるものを研究し、ユーザーへ供給した。 

   当事業に係る研究開発活動は、95百万円である。 

(7)その他 

主に、当社及び子会社の新東ブイセラックス㈱並びに新東サーブラスト㈱が中心となって研究開発活動を行っている。 

型関連では、機能向上を目指したインストルメントパネル等のアンダーカット成形が可能になる通気性セラミックス型の開発

を継続して進めている。また、型と設備技術を融合させた、特徴のあるコンパクトなドアトリム組立単体装置を開発した。 

セラミックス部品関連では、大型アルミナセラミックスをベース材料としたオリジナル製品の開発として、メタライズ電極部

品の試作開発を行った。 

当事業に係る研究開発活動は、30百万円である。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし 

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項なし 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  
 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 230,476,000 

計 230,476,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数(株)
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 56,554,009 56,554,009
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部 

－ 

計 56,554,009 56,554,009 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

－ 56,554 － 5,752 － 6,195



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示している。 

２．上記のうち日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び野村信託銀行株

式会社の所有株式は、すべて信託業務に係る株式である。 

３．当社は自己株式1,949千株（株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式1千株を除く。）を保有

しているが、上記「大株主の状況」から除外している。 

４．住友信託銀行株式会社から、平成19年８月22日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成19年８月15日現在で4,310

千株を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができ

ないため、上記「大株主の状況」に含めていない。 

なお、住友信託銀行株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりである。 

大量保有者          住友信託銀行株式会社 

住所             大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

保有株券等の数        株式 4,310,400株 

株券等保有割合        7.62％ 

  

 

   平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社 

東京都中央区晴海1-8-11 6,060 10.71 

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社 

東京都港区浜松町2-11-3 2,832 5.00 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 2,409 4.26 

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12） 

2,276 4.02 

ステートストリートバンクアンドト
ラストカンパニー505019 
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 
518 IFSC DUBLIN,IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

1,710 3.02 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 1,668 2.94 

財団法人永井科学技術財団 名古屋市昭和区福江2-9-20 1,405 2.48 

株式会社みずほコーポレート銀行 
（常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内1-3-3
（東京都中央区晴海1-8-12） 

1,271 2.24 

朝日生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町2-6-1
（東京都中央区晴海1-8-12） 

1,139 2.01 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2-2-2 1,075 1.90 

計 － 21,848 38.63 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式1,000株が含ま

れている。なお、「議決権の数」欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式に係る議決

権の数10個を含めていない。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が、1,000株ある。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれている。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式)
普通株式  1,949,400 

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,473,300 544,723 （注） 

単元未満株式 普通株式  131,309 ― ― 

発行済株式総数 56,554,009 ― ― 

総株主の議決権 ― 544,723 ― 

    平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

新東工業（株） 
（注） 

名古屋市中村区名駅三丁目 
28番12号 

1,949,400 － 1,949,400 3.44

計 － 1,949,400 － 1,949,400 3.44

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,770 1,717 1,824 1,844 1,746 1,735 

最低（円） 1,620 1,422 1,611 1,616 1,371 1,442 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務

諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中

間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金 ※２   9,326 10,848   12,113 

２．受取手形及び売掛
金 

※７   34,314 37,152   35,059 

３．有価証券     4,851 3,658   5,007 

４．たな卸資産     11,705 13,552   11,338 

５．繰延税金資産     1,368 1,456   1,452 

６．その他     867 916   743 

貸倒引当金     △220 △160   △190 

流動資産合計     62,213 57.9 67,424 59.5   65,524 57.9

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産          

(1）建物及び構築物 ※1.2 5,627   6,392 6,392  

(2）機械装置及び運
搬具 

※１ 3,841   4,752 4,381  

(3）土地 ※２ 4,489   4,658 4,557  

(4）その他 ※１ 986 14,944 1,069 16,873 824 16,156 

２．無形固定資産 ※８   720 629   669 

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   26,194   25,318 27,580  

(2）繰延税金資産   389   364 392  

(3）その他   3,043   2,887 2,882  

貸倒引当金   △123 29,504 △110 28,460 △110 30,744 

固定資産合計     45,169 42.1 45,962 40.5   47,570 42.1

資産合計     107,382 100.0 113,387 100.0   113,094 100.0

              



 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形及び買掛
金 

※７   17,800 19,095   19,796 

２．短期借入金 ※２   3,803 4,255   3,940 

３．１年以内償還予定
社債 

    1,000 1,500   ― 

４．未払法人税等     1,346 1,715   2,337 

５．未払消費税等 ※９   312 245   311 

６．前受金     ― 6,630   5,283 

７．賞与引当金     1,869 1,915   1,806 

８．役員賞与引当金     20 32   77 

９．プラント保証引当
金 

    471 455   439 

10．受注損失引当金     16 95   65 

11．建物等撤去費用引
当金 

    3 ―   ― 

12．その他     8,594 3,151   3,653 

流動負債合計     35,240 32.8 39,093 34.5   37,712 33.3

Ⅱ 固定負債          

１．社債     1,500 ―   1,500 

２．長期借入金 ※２   686 169   129 

３．未払役員退職金     451 444   451 

４．繰延税金負債     3,970 3,434   4,313 

５．退職給付引当金     1,953 2,053   1,932 

６．役員退職金引当金     135 120   148 

７．環境安全対策引当
金 

    309 309   309 

８．その他 ※８   350 594   358 

固定負債合計     9,356 8.7 7,126 6.3   9,143 8.1

負債合計     44,596 41.5 46,220 40.8   46,856 41.4



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の     
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

 １．資本金     5,752 5.4 5,752 5.1   5,752 5.1

 ２．資本剰余金     6,248 5.8 6,248 5.5   6,248 5.5

３．利益剰余金     42,235 39.3 47,195 41.6   44,987 39.8

  ４．自己株式     △992 △0.9 △1,018 △0.9   △1,010 △0.9

株主資本合計     53,243 49.6 58,177 51.3   55,977 49.5

 Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評
価差額金 

    8,688 8.1 7,390 6.5   9,118 8.1

  ２．為替換算調整勘定     △647 △0.6 △57 △0.0   △439 △0.4

評価・換算差額等合
計 

    8,040 7.5 7,332 6.5   8,678 7.7

 Ⅲ 少数株主持分     1,501 1.4 1,657 1.4   1,582 1.4

純資産合計     62,786 58.5 67,167 59.2   66,238 58.6

負債純資産合計     107,382 100.0 113,387 100.0   113,094 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     44,932 100.0 51,584 100.0   96,071 100.0

Ⅱ 売上原価     32,094 71.4 37,783 73.2   69,572 72.4

売上総利益     12,837 28.6 13,801 26.8   26,499 27.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   8,643 19.3 9,585 18.6   17,990 18.7

営業利益     4,193 9.3 4,215 8.2   8,509 8.9

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   70   108 161  

２．受取配当金   179   189 294  

３．負ののれん償却額   4   4 8  

４．持分法による投資
利益 

  216   43 388  

５．投資事業組合運用
益 

  79   ― 259  

６．その他   121 671 1.5 135 481 0.9 420 1,532 1.5

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   89   84 169  

２．投資事業組合運用
損 

  24   ― 37  

３．その他   83 197 0.4 80 164 0.3 193 400 0.4

経常利益     4,667 10.4 4,532 8.8   9,642 10.0

Ⅵ 特別利益          

１．固定資産売却益 ※２ 25   2 293  

２．投資有価証券売却
益 

  62   ― 129  

３．貸倒引当金戻入額   ―   20 23  

４．環境安全対策引当
金戻入益 

  9   ― 9  

５．建物等撤去費用引
当金戻入益 

  6   ― 6  

６．訴訟費用戻入額   ―   ― 13  

７．会員権売却益   4 108 0.2 ― 23 0.0 6 482 0.5

           



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失          

１．固定資産売却損 ※３ 1   11 6  

２．固定資産廃却損   22   20 44  

３．投資有価証券評価
損 

  5   ― 5  

４．現地工事火災復旧
費 

  ―   ― 5  

５．製品補償費 ※４ 208   18 489  

６．リース契約解約損   ―   ― 19  

７．会員権評価損   3   1 12  

８．その他   0 240 0.5 0 50 0.1 0 582 0.6

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    4,535 10.1 4,504 8.7   9,542 9.9

法人税、住民税及
び事業税 

  1,409   1,830 3,281  

法人税、住民税及
び事業税還付税額 

  1   ― ―  

法人税等調整額   241 1,650 3.6 12 1,842 3.5 164 3,446 3.6

少数株主利益     113 0.3 92 0.2   217 0.2

中間（当期）純利
益 

     2,771 6.2 2,569 5.0   5,879 6.1

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

（注）１．平成18年６月及び在外子会社の平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目である。 

    ２．中国外国投資企業財務管理規定第37条に係る「従業員奨励福利基金」の積立による利益剰余金の減少額である。 

 

  
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,219 39,814 △825 50,960

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当  （注）１   △300   △300

役員賞与    （注）１   △48   △48

中国会計基準による剰余金
減少高     （注）1,2 

  △1   △1

中間純利益   2,771   2,771

自己株式の取得   △179 △179

自己株式の処分   28 12 41

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 

（純額） 
   

中間連結会計期間中の変動額
合計      （百万円） 

― 28 2,421 △166 2,283

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

5,752 6,248 42,235 △992 53,243

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

10,268 △708 9,560 1,383 61,904

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当  （注）１     △300

役員賞与    （注）１     △48

中国会計基準による剰余金
減少高    （注）1,2 

    △1

中間純利益     2,771

自己株式の取得     △179

自己株式の処分     41

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 

（純額） 
△1,580 60 △1,519 117 △1,401

中間連結会計期間中の変動額
合計      （百万円） 

△1,580 60 △1,519 117 881

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

8,688 △647 8,040 1,501 62,786



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

（注）中国外国投資企業財務管理規定第37条に係る「従業員奨励福利基金」の積立による利益剰余金の減少額である。 

 

  
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,248 44,987 △1,010 55,977

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当     △354   △354

海外子会社における役員賞
与     

  △2   △2

中国会計基準による剰余金
減少高      （注） 

  △3   △3

中間純利益   2,569   2,569

自己株式の取得   △8 △8

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 

（純額） 
   

中間連結会計期間中の変動額
合計      （百万円） 

― ― 2,208 △8 2,200

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

5,752 6,248 47,195 △1,018 58,177

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

9,118 △439 8,678 1,582 66,238

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当       △354

海外子会社における役員賞
与     

    △2

中国会計基準による剰余金
減少高      （注） 

    △3

中間純利益     2,569

自己株式の取得     △8

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 

（純額） 
△1,728 381 △1,346 75 △1,271

中間連結会計期間中の変動額
合計      （百万円） 

△1,728 381 △1,346 75 928

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

7,390 △57 7,332 1,657 67,167



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）１．平成18年６月及び在外子会社の平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目である。 

    ２．中国外国投資企業財務管理規定第37条に係る「従業員奨励福利基金」の積立による利益剰余金の減少額である。 

  

  
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,219 39,814 △825 50,960

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当  （注）１   △300   △300

剰余金の配当   △355   △355

役員賞与    （注）１   △48   △48

中国会計基準による剰余金
減少高     （注）1,2 

  △2   △2

当期純利益   5,879   5,879

自己株式の取得   △196 △196

自己株式の処分   28 12 41

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額 （純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

― 28 5,173 △184 5,017

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,248 44,987 △1,010 55,977

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

10,268 △708 9,560 1,383 61,904

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当  （注）１     △300

剰余金の配当     △355

役員賞与    （注）１     △48

中国会計基準による剰余金
減少高    （注）1,2 

    △2

当期純利益     5,879

自己株式の取得     △196

自己株式の処分     41

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額 （純額） 

△1,150 269 △881 198 △683

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△1,150 269 △881 198 4,334

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

9,118 △439 8,678 1,582 66,238



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

  4,535 4,504 9,542 

２．減価償却費   755 943 1,627 

３．のれん償却額（純
額） 

  11 4 23 

４．賞与引当金の増減額
（減少は△） 

  231 109 168 

５．役員賞与引当金の増
減額（減少は△） 

  20 △45 77 

６．建物等撤去費用引当
金の増減額（減少は
△） 

  △62 ― △65 

７．貸倒引当金の増減額
（減少は△） 

  △66 △38 △114 

８．退職給付引当金の増
減額（減少は△） 

  △137 121 △158 

９．役員退職金引当金の
増減額（減少は△） 

  △349 △28 △336 

10．未払役員退職金の増
減額（減少は△） 

  △23 △7 △23 

11．受取利息及び受取配
当金 

  △249 △298 △456 

12．支払利息   89 84 169 

13．為替差損益（差益は
△） 

  △0 0 △0 

14．持分法による投資損
益（利益は△） 

  △216 △43 △388 

15．有形固定資産売却・
廃却・評価損益（売
却益は△） 

  △1 28 △242 

16．投資有価証券売却・
評価損益（売却益は
△） 

  △112 4 △346 

17．会員権売却損益（売
却益は△） 

  △4 0 △6 

18．会員権評価損   3 1 12 

19．売上債権の増減額
（増加は△） 

  △1,847 △1,875 △2,404 

20．たな卸資産の増減額
（増加は△） 

  △1,889 △1,961 △1,373 



 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

21．仕入債務の増減額
（減少は△） 

  △806 △899 981 

22．未払消費税等の増減
額（減少は△） 

  34 △70 31 

23．役員賞与の支払額   △48 △2 △48 

24．少数株主に負担させ
た役員賞与の支払額 

  △3 △2 △3 

25．前受金の増減額（減
少は△） 

  1,526 1,158 1,341 

26．その他   △361 △450 26 

小計   1,026 1,236 8,033 

27．利息及び配当金の受
取額 

  261 360 474 

28．利息の支払額   △87 △85 △168 

29．法人税等の支払額   △1,517 △2,451 △2,412 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △317 △940 5,928 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．定期預金の預入によ
る支出 

  △341 △2 △324 

２．定期預金の払戻によ
る収入 

  108 253 － 

３．有価証券の取得によ
る支出 

  △0 △0 △0 

４．有価証券の売却等に
よる収入 

  301 101 602 

５．有形固定資産の取得
による支出 

  △1,508 △1,469 △3,450 

６．有形固定資産の売却
による収入 

  68 16 533 

７．投資有価証券の取得
による支出 

  △1,118 △926 △2,378 

８．投資有価証券の売却
等による収入 

  827 649 1,256 

９．貸付けによる支出   △3 △6 △4 

10．貸付金の回収による
収入 

  7 18 64 

11．無形固定資産の取得
による支出 

  △22 △40 △63 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

12．その他の投資の増減
額（増加は△） 

  60 10 132 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,618 △1,396 △3,631 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．短期借入金の純増減
額（減少は△） 

  △413 238 △840 

２．長期借入れによる収
入 

  ― 98 10 

３．長期借入金の返済に
よる支出 

  △65 △59 △136 

４．社債の償還による支
出 

  △1,000 ― △2,000 

５．自己株式の売却によ
る収入 

  120 ― 120 

６．自己株式の取得によ
る支出 

  △179 △8 △196 

７．配当金の支払額   △300 △355 △652 

８．少数株主への配当金
の支払額 

  △19 △42 △60 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,857 △129 △3,756 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  73 177 236 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少は△） 

  △3,721 △2,288 △1,223 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  16,942 15,719 16,942 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 13,221 13,430 15,719 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数        31社 (1)連結子会社の数        33社 (1)連結子会社の数        31社 

主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 

 新東ブレーター（株）、（株）メイキ

コウ、東寿興産（株）、東伸産業

（株）、新東エンジニアリング（株）、

東部シントー（株）、新東ブイセラック

ス（株）、新東サーブラスト（株）、ハ

インリッヒワグナーシントーマシーネン

ファブリック社、シントーアメリカ社、

ロバーツシントー社 

 なお、前連結会計年度まで連結子会社

であった西部新東工業㈱、エムエステッ

ク㈱、中部シントー㈱の３社は、平成18

年７月１日をもって、新東工業㈱を存続

会社とする吸収合併によって解散してい

るため、これら３社については平成18年

６月30日までの損益計算書を連結してい

る。 

新東ブレーター（株）、（株）メイキ

コウ、東寿興産（株）、東伸産業

（株）、新東エンジニアリング（株）、

東部シントー（株）、新東ブイセラック

ス（株）、新東サーブラスト（株）、ハ

インリッヒワグナーシントーマシーネン

ファブリック社、シントーアメリカ社、

ロバーツシントー社、ロバーツシント

ー・ド・メキシコ社、シントーサービシ

オス社 

 なお、ロバーツシントー・ド・メキシ

コ社、シントーサービシオス社は平成19

年７月27日付けで、シントーアメリカ社

の子会社としてメキシコに新設されたた

め、これら２社を連結の範囲に含めてい

る。 

新東ブレーター（株）、（株）メイキ

コウ、東寿興産（株）、東伸産業

（株）、新東エンジニアリング

（株）、東部シントー（株）、新東ブ

イセラックス（株）、新東サーブラス

ト（株）、ハインリッヒワグナーシン

トーマシーネンファブリック社、シン

トーアメリカ社、ロバーツシントー社 

 なお、前連結会計年度まで連結子会

社であった西部新東工業㈱、エムエス

テック㈱、中部シントー㈱の３社は、

平成18年７月１日をもって、新東工業

㈱を存続会社とする吸収合併によって

解散しているため、これら３社につい

ては平成18年６月30日までの損益計算

書を連結している。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 

タイ新東工業（株） タイ新東工業（株） タイ新東工業（株） 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社６社はいずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、中間

純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、除外し

ている。 

同左    非連結子会社６社はいずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため除外してい

る。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社数  ６社 (1)持分法適用の非連結子会社数  ７社 (1)持分法適用の非連結子会社数  ６社 

主要な会社等の名称 主要な会社等の名称 主要な会社等の名称 

タイ新東工業（株）     タイ新東工業（株） 

    (株）長新商会は当中間連結会計期間

中に設立されたが、重要性がないた

め、持分法適用の非連結子会社に含め

ている。 

    タイ新東工業（株） 

(2)持分法適用の関連会社数    ３社 (2)持分法適用の関連会社数    ３社 (2)持分法適用の関連会社数    ３社 

韓国新東工業 ㈱、金森新東 ㈱、サイ

アムブレーター社 

   韓国新東工業 ㈱、金森新東 ㈱、サイ

アムブレーター社 

   韓国新東工業 ㈱、金森新東 ㈱、サイ

アムブレーター社 

(3)持分法を適用していない関連会社

（（株）テクノ21）は、中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外している。 

(3)      同左 (3) 持分法を適用していない関連会社   

   （（株）テクノ21）は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外している。 



  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4)持分法適用会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日と異なる会社について

は、当該会社の中間会計期間に係る中間

財務諸表を使用している。 

(4)       同左 (4)持分法適用会社のうち、決算日が連結決

算日と異なる会社については、当該会社

の事業年度に係る財務諸表を使用してい

る。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、ハインリッヒワグナ

ーシントーマシーネンファブリック社、シ

ントーアメリカ社、ロバーツシントー社、

サンドモールドシステムズ社、フィニッシ

ングアソシエイツ社、青島百利達鋼丸有限

公司、青島新東機械有限公司、台湾新東機

械股份有限公司、台湾百利達股份有限公司

及びシントーブラジルプロドゥトス社の中

間決算日は６月末日であり、中間連結財務

諸表の作成にあたっては６月末日現在の中

間財務諸表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

連結子会社のうち、ハインリッヒワグナ

ーシントーマシーネンファブリック社、シ

ントーアメリカ社、ロバーツシントー社、

サンドモールドシステムズ社、フィニッシ

ングアソシエイツ社、ロバーツシントー・

ド・メキシコ社、シントーサービシオス

社、青島百利達鋼丸有限公司、青島新東機

械有限公司、台湾新東機械股份有限公司、

台湾百利達股份有限公司及びシントーブラ

ジルプロドゥトス社の中間決算日は６月末

日であり、中間連結財務諸表の作成にあた

っては６月末日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ている。 

  連結子会社のうち、ハインリッヒワグナ

ーシントーマシーネンファブリック社、シ

ントーアメリカ社、ロバーツシントー社、

サンドモールドシステムズ社、フィニッシ

ングアソシエイツ社、青島百利達鋼丸有限

公司、青島新東機械有限公司、台湾新東機

械股份有限公司、台湾百利達股份有限公司

及びシントーブラジルプロドゥトス社の決

算日は12月末日であり、連結財務諸表の作

成にあたっては12月末日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ている。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 イ 有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法によっている。 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっている。（評価差

額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均

法により算定している。） 

同左  決算日の市場価格等に基づく時

価法によっている。（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法に

より算定している。） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっ

ている。 

同左 同左 

ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 

 たな卸資産のうち原材料及び貯蔵品

については主として総平均法による原

価法、一部の連結子会社においては

終仕入原価法もしくは移動平均法によ

る原価法により評価している。 

 また、製品及び仕掛品については主

として個別原価法により評価してい

る。 

同左 同左 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 定率法を採用している。但し、国内

会社においては、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備を除

く）について定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

 定率法を採用している。但し、国内

会社においては、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備を除

く）について定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

 定率法を採用している。但し、国内

会社においては、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備を除

く）について定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

建物及び構築物    ７年～50年 

機械装置及び運搬具  ４年～12年 

その他        ２年～15年 

建物及び構築物    ７年～50年 

機械装置及び運搬具  ４年～13年 

その他        ２年～15年 

建物及び構築物    ７年～50年 

機械装置及び運搬具  ４年～13年 

その他        ２年～15年 

  （会計方針の変更）   

  当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してい

る。これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそれぞれ11

百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

  

  （追加情報）   

  当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用によ

り、取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上している。 

これにより、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益はそれぞれ43百

万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

  

ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

 定額法を採用している。 同左 同左 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

 売掛金・貸付金等の債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

同左 同左 

ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに充てるた

め、支給見込額を計上している。 

同左 同左 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

ハ 役員賞与引当金 ハ 役員賞与引当金 ハ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるため、当連

結会計年度における支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上してい

る。 

    役員賞与の支出に備えるため、当連

結会計年度における支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上してい

る。 

    役員賞与の支出に備えるため、当連結

会計年度における支給見込額を計上し

ている。 

（会計方針の変更）   （会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用し

ている。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益は、それぞれ

20百万円減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

  当連結会計年度より、「役員賞与に 

関する会計基準」（企業会計基準第４

号平成17年11月29日）を適用してい

る。 

これにより営業利益、経常利益及び 

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

77百万円減少している。 

     なお、セグメント情報に与える影響 

は、当該箇所に記載している。 

ニ プラント保証引当金 ニ プラント保証引当金 ニ プラント保証引当金 

 プラント及び大型受注機械等の検収

引渡後の一定期間中の性能を保証する

ため、当社は過去２年間の売上高に対

するクレーム費用発生高の割合を基礎

として当中間期の売上高に対して、連

結子会社は、過去の発生割合を基準と

して発生見込額を引当計上している。 

同左  プラント及び大型受注機械等の検収

引渡後の一定期間中の性能を保証する

ため、当社は過去２年間の売上高に対

するクレーム費用発生高の割合を基礎

として当期の売上高に対して、連結子

会社は、過去の発生割合を基準として

発生見込額を引当計上している。 

ホ 受注損失引当金 ホ 受注損失引当金 ホ 受注損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備える 

ため、当中間連結会計期間末における

受注契約に係る損失見込額を計上して

いる。 

同左   受注契約に係る将来の損失に備える

ため、当連結会計年度末における受注

契約に係る損失見込額を計上してい

る。 

ヘ 建物等撤去費用引当金 ────── ────── 

 建物等の撤去が決定し、その処理費

用の支出に備えるため、当中間連結会

計期間末における撤去費用の見込額を

計上している。 

    

ト 退職給付引当金 へ 退職給付引当金 ヘ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上している。 

なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしている。 

    従業員の退職給付に備えるため、当

    連結会計年度末における退職給付債務

    及び年金資産の見込額に基づき、当中

    間連結会計期間末において発生してい

  ると認められる額を計上している。 

なお、過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）にわたり定額法によ

り償却している。また、数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理すること

としている。 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上している。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）にわたり定額法によ

り償却している。また、数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理すること

としている。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

チ 役員退職金引当金 ト 役員退職金引当金 ト 役員退職金引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、一部連結子会社は、役員退職金支

給内規に基づき、当中間連結会計期間

末要支給額を計上している。 

     役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、一部連結子会社は、役員退職金支

給内規に基づき、当中間連結会計期間

末要支給額を計上している。 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、一部連結子会社は、役員退職金支

給内規に基づき、当連結会計年度末要

支給額を計上している。 

（追加情報）   （追加情報） 

 従来、連結子会社の新東ブレーター

（株）は役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職金支給内規に基づ

く期末要支給額を役員退職金引当金に

計上していたが、平成18年５月24日開

催の定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃止し、在任役員

については、定時株主総会終結時の要

支給額を退任時に支給することを決議

している。これに伴い、役員退職金要

支給額318百万円については、固定負

債の「未払役員退職金」に計上してい

る。 

      従来、連結子会社の新東ブレーター

（株）は役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職金支給内規に基づ

く期末要支給額を役員退職金引当金に

計上していたが、平成18年５月24日開

催の定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃止し、在任役員

については、定時株主総会終結時の要

支給額を退任時に支給することを決議

している。これに伴い、役員退職金要

支給額318百万円については、固定負債

の「未払役員退職金」に計上してい

る。 

リ 環境安全対策引当金 チ 環境安全対策引当金 チ 環境安全対策引当金 

 保管するＰＣＢ廃棄物及びアスベス

ト対策等の処理費用の支出に備えるた

め、当中間連結会計期間末において、

その金額を合理的に見積ることができ

る額を計上している。 

同左      保管するＰＣＢ廃棄物及びアスベ

スト対策等の処理費用の支出に備え

るため、当連結会計年度末におい

て、その金額を合理的に見積ること

ができる額を計上している。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理してい

る。なお、在外連結子会社等の資産、

負債、収益及び費用は各社の中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は、純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主持分に

含めて計上している。 

同左     外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理している。

なお、在外連結子会社等の資産、負

債、収益及び費用は各社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は、純資産の部における為替換算

調整勘定及び少数株主持分に含めて計

上している。 

(5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 同左 

(6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす為替予 

約が付されている外貨建金銭債権債

務については振当処理を、特例処理

の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理を行っている。 

  同左   同左 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引 

（為替予約取引及び金

利スワップ取引） 

ヘッジ手段…同左 ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及

び借入金利 

ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務の為替リスクに

ついては、対象となる債権及び債務の

範囲内とし、また借入金の金利リスク

についても対象となる金利に係る借入

金残高の範囲内としている。 

同左   同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 ニ ヘッジ有効性評価の方法 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 当社及び連結子会社の為替予約は、

個別に為替予約を付す場合に限られて

おり、当然にヘッジの有効性が確保さ

れるため、有効性評価（事後テスト）

を省略している。 

 金利スワップにおいては、特例処理

の要件を満たす場合、有効性評価（事

後テスト）を省略している。 

  同左   同左 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(7)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。   同左   同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からな

っている。 

  同左  連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっ

ている。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は61,284百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

いる。 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は64,656百万円である。 

  なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成している。 

（企業結合に係る会計基準） ────── （企業結合に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「企業結合に

係る会計基準」（「企業結合に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成15年10月31日））及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 

平成17年12月27日）を適用している。 

 この変更に伴い、のれん及び負ののれん

の償却額は相殺せず、販売費及び一般管理

費と営業外収益にそれぞれ総額で計上して

いる。 

  当連結会計年度より、「企業結合に係る会

計基準」（「企業結合に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成15年10月31日））及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

17年12月27日）を適用している。 

この変更に伴い、のれん及び負ののれんの

償却額は相殺せず、販売費及び一般管理費と

営業外収益にそれぞれ総額で計上している。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

────── （中間連結貸借対照表） 

  前受金の区分掲記 

 中間連結貸借対照表において、従来、流動負債の「そ 

の他」に含めて表示していた「前受金」は資産の総額 

の100分の５を超えることとなったため、区分掲記する 

こととした。 

 なお、前中間連結会計期間における「前受金」は 

5,305百万円である。 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

投資事業組合運用益の区分掲記 

 中間連結損益計算書において、従来、営業外収益の

「その他」に含めて表示していた「投資事業組合運用

益」は営業外収益の100分の10を超えることとなったた

め、区分掲記することとした。 

なお、前中間連結会計期間における「投資事業組合運

用益」は６百万円である。 

投資事業組合運用益及び投資事業組合運用損の一括掲 

記 

 前中間連結会計期間において、区分掲記していた営

業外収益の「投資事業組合運用益」及び営業外費用の

「投資事業組合運用損」はそれぞれ営業外収益、営業

外費用の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」、営業外費用の「その他」に含めて一括掲

記することとした。 

 なお、当中間連結会計期間における「投資事業組合

運用益」は２百万円、「投資事業組合運用損」は６百

万円である。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） ────── 

連結調整勘定償却額の表示方法の変更   

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から、「のれん償却額」と表示している。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

26,566百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

28,053百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

27,245百万円である。 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

 長期借入金638百万円、短期借入金 

305百万円の担保として次のものがあ

る。 

 長期借入金52百万円、短期借入金 

586百万円の担保として次のものがあ

る。 

 長期借入金86百万円、短期借入金 

605百万円の担保として次のものがあ

る。 
  

  

定期預金 51百万円

建物 386百万円

土地 89百万円

計 526百万円

  

  

定期預金 51百万円

建物 360百万円

土地 89百万円

計 500百万円

定期預金 51百万円

建物 380百万円

土地 89百万円

計 520百万円

 ３．保証債務  ３．保証債務  ３．保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金等に対して、次のとおり保証を行

っている。 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金等に対して、次のとおり保証を行

っている。 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金等に対して、次のとおり保証を行

っている。 
  

韓国新東工業（株） 267百万円

（外貨建    2,100,000千ウォン）

サイアムブレーター
社 

128百万円

（外貨建     40,000千バーツ）

計 396百万円

  
韓国新東工業（株） 178百万円

（外貨建    1,400,000千ウォン）

サイアムブレーター
社 

93百万円

（外貨建     25,000千バーツ）

計 272百万円

韓国新東工業（株） 25百万円

（外貨建     200,000千ウォン）

サイアムブレーター
社 

112百万円

（外貨建     30,000千バーツ）

計 138百万円

  
 ４．受取手形割引高 127百万円

  
 ４．受取手形割引高 112百万円  ４．受取手形割引高 169百万円

  
 ５．受取手形裏書譲渡高 109百万円

  
 ５．受取手形裏書譲渡高 189百万円  ５．受取手形裏書譲渡高 85百万円

  

  
 ６．輸出手形割引高 82百万円

  

  
 ６．輸出手形割引高 117百万円

  
 ６．輸出手形割引高 75百万円

※７．中間連結会計期間末日満期手形 ※７．中間連結会計期間末日満期手形 ※７.連結会計年度末日満期手形 

    当中間連結会計期間の末日は金融機関

が休日であったが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しており、当中間連

結会計期間末残高から除いている。当中

間連結会計期間末日満期手形は次のとお

りである。 

   当中間連結会計期間の末日は金融機関

が休日であったが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しており、当中間連

結会計期間末残高から除いている。当中

間連結会計期間末日満期手形は次のとお

りである。 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、当連結会計年度末日は金融

機関の休日であったが、満期日に決済が

行われたものとして処理している。当連

結会計年度末日満期手形の金額は次のと

おりである。 
  

受取手形 947百万円

支払手形 1,784百万円

  
受取手形 1,632百万円

支払手形 1,535百万円

受取手形 1,350百万円

支払手形 1,428百万円

※８．のれん及び負ののれんの表示 ※８.     ────── ※８．のれん及び負ののれんの表示 

    「のれん」及び「負ののれん」は相殺

した差額８百万円を無形固定資産に含め

て表示している。なお、相殺前の金額は

次のとおりである。 

      「のれん」及び「負ののれん」は相殺

した差額３百万円を固定負債の「その

他」に含めて表示している。なお、相殺

前の金額は次のとおりである。 
  

のれん 25百万円

負ののれん 16百万円

  
   

   

のれん 9百万円

負ののれん 12百万円

※９．消費税等の取扱い ※９．消費税等の取扱い ※９．    ────── 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上表示している。 

同左 
  

  
  



（中間連結損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりである。 
  

運送費及び荷造費 1,025百万円

旅費交通費 490百万円

給料報酬 3,127百万円

福利費 521百万円

賞与引当金繰入額 791百万円

役員賞与引当金繰入
額 

20百万円

退職給付費用 119百万円

役員退職金引当金繰
入額 

25百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

  
運送費及び荷造費 1,118百万円

旅費交通費 556百万円

給料報酬 3,581百万円

福利費 546百万円

賞与引当金繰入額 757百万円

役員賞与引当金繰入
額 

32百万円

退職給付費用 165百万円

役員退職金引当金繰
入額 

17百万円

   

運送費及び荷造費 2,152百万円

旅費交通費 1,049百万円

給料報酬 7,092百万円

福利費 1,016百万円

賞与引当金繰入額 728百万円

役員賞与引当金繰入
額 

77百万円

退職給付費用 276百万円

役員退職金引当金繰
入額 

40百万円

   

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりで

ある。 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりで

ある。 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりで

ある。 
  

  

機械装置及び運搬具 2百万円

土地 22百万円

計 25百万円

  

  

機械装置及び運搬具 2百万円

   

   

建物及び構築物 62百万円

機械装置及び運搬具 7百万円

土地 223百万円

計 293百万円

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりで

ある。 

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりで

ある。 

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりで

ある。 
  

機械装置及び運搬具 1百万円
  

機械装置及び運搬具 11百万円 機械装置及び運搬具 6百万円

※４．製品補償費は次のとおりである。 ※４．製品補償費は次のとおりである。 ※４．製品補償費は次のとおりである。 

当社が販売した製品の補償のために対

応した臨時的に発生した費用である。 

同左       同左 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加25千株、平成18年９月５日開催の取締役会の

決議による取得100千株及び連結子会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分０千株である。また、減少株式数44千

株は、連結子会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分である。 

  

 

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式  

 普通株式 56,554 - - 56,554

   合計 56,554 - - 56,554

自己株式  

 普通株式（注） 1,851 126 44 1,932

   合計 1,851 126 44 1,932



２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月1日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加４千株である。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 300 5.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 
取締役会 

普通株式 355 利益剰余金 6.5 平成18年９月30日 平成18年12月11日

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式  

 普通株式 56,554 ― ― 56,554

   合計 56,554 ― ― 56,554

自己株式  

 普通株式（注） 1,944 4 ― 1,949

   合計 1,944 4 ― 1,949

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月28日 
取締役会 

普通株式 354 6.5 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月13日 
取締役会 

普通株式 382 利益剰余金 7.0 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前連結会計年度（自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加37千株、平成18年９月５日開催の取締役会の

決議による取得100千株及び連結子会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分０千株である。また、減少株式数44千

株は、連結子会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分である。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（中間連結キュッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

  次へ 

  

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式  

 普通株式 56,554 ― ― 56,554

   合計 56,554 ― ― 56,554

自己株式  

 普通株式（注） 1,851 137 44 1,944

   合計 1,851 137 44 1,944

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 300 5.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

平成18年11月14日 
取締役会 

普通株式 355 6.5 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月28日 
取締役会 

普通株式 354 利益剰余金 6.5 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目との関

係 
  
現金及び預金勘定 9,326百万円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△555百万円

有価証券勘定のうちＭＭ
Ｆ等 

4,449百万円

現金及び現金同等物 13,221百万円

  
現金及び預金勘定 10,848百万円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△395百万円

有価証券勘定のうちＭＭ
Ｆ等 

2,977百万円

現金及び現金同等物 13,430百万円

現金及び預金勘定 12,113百万円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△646百万円

有価証券勘定のうちＭＭ
Ｆ等 

4,252百万円

現金及び現金同等物 15,719百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
機械装置
及び運搬
具 

  

その他 
（工具・
器具・備
品） 

  合計 

  百万円  百万円  百万円

取得価額相
当額 

15  888  904

減価償却累
計額相当額 

4  349  354

減損損失累
計額相当額 

－  －  －

中間期末残
高相当額 

10  538  549

  

  
機械装置
及び運搬
具 

その他
（工具・
器具・備
品） 

合計

  百万円 百万円 百万円

取得価額相
当額 

15 1,124 1,140

減価償却累
計額相当額 

5 479 485

減損損失累
計額相当額 

－ － －

中間期末残
高相当額 

10 644 655

機械装置
及び運搬
具 

  

その他 
（工具・
器具・備
品） 

  合計

百万円  百万円  百万円

取得価額相
当額 

12  1,030  1,043

減価償却累
計額相当額

3  416  420

減損損失累
計額相当額

－  －  －

期末残高相
当額 

8  613  622

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

る。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 
  

１年以内 187百万円

１年超 361百万円

合計 549百万円

  
１年以内 226百万円

１年超 428百万円

合計 655百万円

１年以内 215百万円

１年超 406百万円

合計 622百万円

リース資産減損勘定の残高 －百万円 リース資産減損勘定の残高 －百万円 リース資産減損勘定の残高 －百万円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、有形固定資産の中間期末残

高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減損

損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減損

損失 

(3)  支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減損

損失 
  

支払リース料 84百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

 

－百万円

減価償却費相当額 84百万円

減損損失 －百万円

  
支払リース料 123百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

 

 －百万円

減価償却費相当額 123百万円

減損損失  －百万円

支払リース料 210百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

 

 －百万円

減価償却費相当額 210百万円

減損損失  －百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価

額を零とする定額法によっている。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 国債・地方債等 199 199 △0 

(2) 社債 301 299 △2 

(3) その他 1,198 1,051 △146 

合計 1,699 1,549 △149 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 6,968 20,273 13,305 

(2) 債券 

国債・地方債等 301 303 1 

社債 450 453 2 

その他 429 395 △33 

(3) その他 1,177 1,226 48 

合計 9,328 22,653 13,324 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券 

その他 0 

(2) その他有価証券 

非上場株式 479 

マネー・マネジメント・ファンド 1,447 

公社債投信 1,250 

フリーファイナンシャルファンド 1,423 

その他 1,150 



当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 国債・地方債等 200 199 △0 

(2) 社債 199 199 △0 

(3) その他 1,699 1,490 △208 

合計 2,099 1,889 △209 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 7,558 19,244 11,686 

(2) 債券 

国債・地方債等 301 300 △0 

社債 179 180 1 

その他 600 446 △153 

(3) その他 875 935 60 

合計 9,513 21,108 11,594 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券 

その他 0 

(2) その他有価証券 

非上場株式 479 

マネー・マネジメント・ファンド 848 

公社債投信 800 

フリーファイナンシャルファンド 1,226 

その他 1,174 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はない。 

  

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 国債・地方債等 199 199 △0 

(2) 社債 200 199 △0 

(3) その他 1,699 1,478 △221 

合計 2,099 1,876 △222 

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 7,250 21,404 14,154 

(2) 債券 

国債・地方債等 301 301 0 

社債 280 282 2 

その他 500 440 △60 

(3) その他 1,176 1,243 66 

合計 9,508 23,672 14,163 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券 

その他 0 

(2) その他有価証券 

非上場株式 479 

マネー・マネジメント・ファンド 1,247 

公社債投信 1,250 

フリーファイナンシャルファンド 1,224 

その他 1,467 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

  

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

  

 

  
鋳造分野 

（百万円） 

表面処理 
分  野 

（百万円） 

環境関連 
分  野 

（百万円） 

物流分野 
（百万円） 

メカトロ 
関連分野 

（百万円） 

 投射材・ 
研磨材 

（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消  去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                    

(1)外部顧客に対する
売上高 

13,549 9,275 5,154 4,165 2,783 7,939 2,064 44,932 － 44,932 

(2)セグメント間の内
部売上高又は振
替高 

－ － 217 － － 255 897 1,370 (1,370) － 

計 13,549 9,275 5,372 4,165 2,783 8,195 2,961 46,302 (1,370) 44,932 

営業費用 12,115 8,027 4,625 3,941 2,530 7,566 2,937 41,745 (1,006) 40,738 

営業利益 1,433 1,247 746 223 252 628 24 4,557 (363) 4,193 

  
鋳造分野 

（百万円） 

表面処理 
分  野 

（百万円） 

環境関連 
分  野 

（百万円） 

物流分野 
（百万円） 

メカトロ 
関連分野 

（百万円） 

 投射材・ 
研磨材 

（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消  去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                    

(1)外部顧客に対する
売上高 

17,600 9,779 6,740 3,782 1,739 9,683 2,257 51,584 － 51,584 

(2)セグメント間の内
部売上高又は振
替高 

－ － 126 － － 299 1,011 1,437 (1,437) － 

計 17,600 9,779 6,867 3,782 1,739 9,983 3,269 53,022 (1,437) 51,584 

営業費用 15,540 8,992 6,162 3,656 1,547 9,059 3,247 48,206 (836) 47,369 

営業利益 2,059 787 704 126 191 924 21 4,816 (600) 4,215 

  
鋳造分野 

（百万円） 

表面処理 
分  野 

（百万円） 

環境関連 
分  野 

（百万円） 

物流分野 
（百万円） 

メカトロ 
関連分野 

（百万円） 

 投射材・ 
研磨材 

（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消  去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                    

(1)外部顧客に対する
売上高 

30,469 19,398 11,443 8,300 5,475 16,930 4,055 96,071 － 96,071 

(2)セグメント間の内
部売上高又は振
替高 

－ － 252 － － 274 1,883 2,410 (2,410) － 

計 30,469 19,398 11,696 8,300 5,475 17,205 5,938 98,482 (2,410) 96,071 

営業費用 27,508 17,086 10,066 7,853 4,970 15,897 5,727 89,109 (1,547) 87,562 

営業利益 2,961 2,311 1,629 446 505 1,307 210 9,372 (863) 8,509 



（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

 当連結グループ製品は、各分野にわたって販売されており、事業区分は下記のとおり区分した。 

  

  

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

    ３．会計方針の変更 

（前中間連結会計期間） 

 役員賞与に関する会計基準 

       「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3)ハに記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。この変更に伴い、従来の方法に

よった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は20百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

（当中間連結会計期間） 

 法人税法の改正に伴う減価償却方法の変更 

       当社及び国内連結子会社は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)イに記載のとおり、当

中間連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「鋳造分野」で

２百万円、「表面処理分野」で１百万円、「環境関連分野」で１百万円、「物流分野」で０百万円、「メカトロ分野」

で０百万円、「投射材・研磨材」で２百万円、「その他」で３百万円及び「消去又は全社」で０百万円、営業費用が増

加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 

     （前連結会計年度） 

      役員賞与に関する会計基準 

       「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（3）ハに記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった

場合と比べて、「鋳造分野」で10百万円、「表面処理分野」で１百万円、「環境関連分野」で０百万円、「物流分野」

で０百万円、「メカトロ関連分野」で０百万円、「投射材・研磨材」で３百万円、「その他」で11百万円及び「消去又

は全社」で50百万円、営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 

  

   ４．追加情報 

    （当中間連結会計期間） 

      当社及び国内連結子会社は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)イに記載のとおり、当中

間連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基

  事業区分 主要製品名

  
鋳造分野 鋳型造型装置、Ｖプロセス装置、鋳物砂処理装置、鋳造用ショットブラスト

マシン、鋳造分野部分品 等 

  
表面処理分野 

ショットブラストマシン、エアーブラストマシン、プラスチックディフラッ
シャー、ショットピーニングマシン、バレル研磨機、表面処理分野部分品 
等  

  
環境関連分野 集塵装置、粉粒体処理装置、脱臭装置、消音装置、廃水処理装置、排ガス処

理装置、溶融・飛灰処理システム、環境関連分野部分品 等 

  物流分野 昇降装置、グラビティコンベア、搬送システム 等

  
メカトロ関連分野 液晶パネル製造装置、同自動ライン（供給・搬送装置含む）、ハンドリング

ロボット、サーボシリンダー、検査・計測装置、電子部品組立装置、コント
ローラー、メカトロ関連分野部分品 等 

  投射材・研磨材 投射材・研磨材・耐摩耗材 等

  
その他 ブラスト工事、成形装置、型、設計、セラミックス部品、コージェネシステ

ム受託販売 等 

    
前中間連結会計
期間（百万円） 

当中間連結会計
期間（百万円） 

前連結会計年度
（百万円） 

主な内容 

  
消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額 

462 681 1,055
当社の基礎的研究費
及び本社管理部門に
係る費用である。 



づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。これにより、従来の方法によった場合と比

べて、「鋳造分野」で８百万円、「表面処理分野」で10百万円、「環境関連分野」で５百万円、「物流分野」で２百万

円、「メカトロ分野」で１百万円、「投射材・研磨材」で11百万円、「その他」で２百万円及び「消去又は全社」で０百

万円、営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 

  

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

  

 

  
日本 

（百万円） 
北アメリカ 
（百万円） 

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

南アメリカ
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高      

(1)外部顧客
に対する
売上高 

38,033 2,071 1,501 1,971 1,353 44,932 － 44,932

(2)セグメン
ト間の内
部売上高
又は振替
高 

576 2 35 216 32 863 (863) －

計 38,610 2,074 1,536 2,188 1,386 45,795 (863) 44,932

営業費用 34,272 2,103 1,462 1,986 1,314 41,138 (400) 40,738

営業利益（△は
営業損失） 

4,338 △28 73 202 71 4,656 (462) 4,193

  
日本 

（百万円） 
北アメリカ 
（百万円） 

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

南アメリカ
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高      

(1)外部顧客
に対する
売上高 

41,260 4,072 2,515 1,843 1,893 51,584 － 51,584

(2)セグメン
ト間の内
部売上高
又は振替
高 

1,482 41 176 495 27 2,223 (2,223) －

計 42,743 4,114 2,691 2,338 1,921 53,808 (2,223) 51,584

営業費用 38,127 3,970 2,656 2,246 1,909 48,911 (1,541) 47,369

営業利益 4,615 143 34 91 11 4,897 (681) 4,215



前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

  

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)北アメリカ…………アメリカ 

(2)ヨーロッパ…………ドイツ 

(3)アジア………………中国、台湾 

(4)南アメリカ…………ブラジル 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

    ４．会計方針の変更 

（前中間連結会計期間） 

 役員賞与に関する会計基準 

       「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3)ハに記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員

賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。この変更に伴い、従来の方法に

よった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は20百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

（当中間連結会計期間） 

法人税法の改正に伴う減価償却方法の変更 

       当社及び国内連結子会社は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)イに記載のとおり、当

中間連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」で11百

万円及び「消去又は全社」で０百万円、営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 

     （前連結会計年度） 

      役員賞与に関する会計基準 

       「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（3）ハに記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった

場合と比べて、「日本」で27百万円及び「消去又は全社」で50百万円、営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額減

少している。 

     

 

  
日本 

（百万円） 
北アメリカ 
（百万円） 

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

南アメリカ
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高      

(1)外部顧客
に対する
売上高 

77,811 4,725 5,811 4,796 2,927 96,071 － 96,071

(2)セグメン
ト間の内
部売上高
又は振替
高 

1,460 151 94 343 65 2,115 (2,115) －

計 79,272 4,876 5,905 5,139 2,992 98,187 (2,115) 96,071

営業費用 70,604 4,840 5,592 4,716 2,867 88,622 (1,060) 87,562

営業利益 8,668 36 312 423 124 9,564 (1,055) 8,509

    
前中間連結会計
期間（百万円） 

当中間連結会計
期間（百万円） 

前連結会計年度
（百万円） 

主な内容 

  
消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額 

462 681 1,055
当社の基礎的研究費
及び本社管理部門に
係る費用である。 



５．追加情報 

     （当中間連結会計期間） 

       当社及び国内連結子会社は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)イに記載のとおり、当

中間連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。これにより、従来の

方法によった場合と比べて、「日本」で42百万円及び「消去又は全社」で０百万円、営業費用が増加し、営業利益がそ

れぞれ同額減少している。 

  

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

  

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北アメリカ…………アメリカ・カナダ 

(2)ヨーロッパ…………ドイツ・チェコ 

(3)アジア………………中国・台湾 

(4)その他の地域………ブラジル、ベネズエラ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

 

  北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,613 1,297 6,739 1,643 12,293

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 44,932

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

5.8 2.9 15.0 3.7 27.4

  北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,732 1,876 6,309 1,865 14,782

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 51,584

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

9.2 3.6 12.2 3.7 28.7

  北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,470 5,577 12,690 3,382 28,120

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 96,071

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

6.7 5.8 13.2 3.6 29.3



（企業結合等関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．結合当事企業の名称及び事業の

内容、企業結合の法的形式、結

合後企業の名称並びに取引の目

的を含む取引の概要 

────── １．結合当事企業の名称及び事業の

内容、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称並びに取引の目的を

含む取引の概要 

（1） 結合当事企業の名称及び事業

の内容 

  （1） 結合当事企業の名称及び事業

の内容 

①結合企業   ①結合企業 

 名称 新東工業（株）（当社）    名称 新東工業（株）（当社） 

 事業の内容 鋳造装置、公害防

止装置、表面処理装

置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の

製造及び販売 

   事業の内容 鋳造装置、公害防

止装置、表面処理装

置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の

製造及び販売 

②被結合企業   ②被結合企業 

 名称及び事業の内容    名称及び事業の内容 

 中部シントー（株）（当社の完

全子会社） 

   中部シントー（株）（当社の完

全子会社） 

  鋳造装置、公害防止装置、表

面処理装置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の販売 

  鋳造装置、公害防止装置、表

面処理装置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の販売 

 西部新東工業（株）（当社の完

全子会社） 

   西部新東工業（株）（当社の完

全子会社） 

  鋳造装置の製造・販売及び表

面処理装置、環境関連装置の

販売 

    鋳造装置の製造・販売及び表

面処理装置、環境関連装置の

販売 

 エムエステック（株）（当社の

完全子会社） 

   エムエステック（株）（当社の

完全子会社） 

  鋳造プラント、表面処理装置

等の据付工事 

    鋳造プラント、表面処理装置

等の据付工事 

（2） 企業結合の法的形式及び結合

後企業の名称 

  （2） 企業結合の法的形式及び結合

後企業の名称 

    当社を存続会社、中部シン

トー（株）、西部新東工業

（株）及びエムエステック

（株）を消滅会社とする吸収

合併であり、結合後企業の名

称は新東工業（株）となって

いる。なお、合併による新株

式の発行及び資本金の増加は

ない。 

      当社を存続会社、中部シン

トー（株）、西部新東工業

（株）及びエムエステック

（株）を消滅会社とする吸収

合併であり、結合後企業の名

称は新東工業（株）となって

いる。なお、合併による新株

式の発行及び資本金の増加は

ない。 



  

（１株当たり情報） 

  

（注）１．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（3） 取引の目的を含む取引の概要   （3） 取引の目的を含む取引の概要 

 当社は、子会社で運営してい

る中部地区における販売事業及

び設備・装置の据付工事の事業

を統合するとともに、九州地区

における鋳造装置の設計・製作

機能と同地区での営業機能を吸

収し、これらに関連する営業、

設計・生産及び工事の機能とそ

の要員等の経営資源を集約する

ことによる事業効率向上を目的

に、当社の完全子会社である中

部シントー（株）、西部新東 

工業（株）及びエムエステック

（株）の３社を平成18年７月１

日付で合併した。 

   当社は、子会社で運営してい

る中部地区における販売事業及

び設備・装置の据付工事の事業

を統合するとともに、九州地区

における鋳造装置の設計・製作

機能と同地区での営業機能を吸

収し、これらに関連する営業、

設計・生産及び工事の機能とそ

の要員等の経営資源を集約する

ことによる事業効率向上を目的

に、当社の完全子会社である中

部シントー（株）、西部新東 

工業（株）及びエムエステック

（株）の３社を平成18年７月１

日付で合併した。 

２. 実施した会計処理の概要 ────── ２. 実施した会計処理の概要 

 上記合併は、共通支配下の取

引に該当するため、内部取引と

してすべて消去している。した

がって、当該会計処理が中間連

結財務諸表に与える影響はな

い。 

   上記合併は、共通支配下の取

引に該当するため、内部取引と

してすべて消去している。した

がって、当該会計処理が連結財

務諸表に与える影響はない。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

１株当たり純資産額 1,121円99銭

１株当たり中間純利益 50円69銭

なお、潜在株式調整後1株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式が存在しないため、記載していな
い。 

  

  

１株当たり純資産額 1,199円72銭

１株当たり中間純利益 47円05銭

なお、潜在株式調整後1株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式が存在しないため、記載していな
い。 

  

１株当たり純資産額 1,183円99銭 

１株当たり当期純利益 107円59銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式が存在しないため、記載していな
い。 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益      

中間（当期）純利益（百万円） 2,771 2,569 5,879 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

2,771 2,569 5,879 

期中平均株式数（株） 54,681,307 54,606,886 54,647,515 



（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

     該当事項なし 

  

  

  前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 62,786 67,167 66,238 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
1,501 1,657 1,582 

（うち少数株主持分） (   1,501) (   1,657) (   1,582) 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円） 
61,284 65,510 64,656 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（株） 

54,621,243 54,604,557 54,609,261 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日  
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  社債の発行 

当社は、平成19年11月６日開催の取

締役会において、第７回、第８回無担

保社債の発行を決議し、平成19年11月

30日付で社債を発行している。 

 (1) 発行総額 

  2,500百万円 

(2) 発行利息 

  年1.42％（2,000百万円分） 

年1.40％（ 500百万円分) 

(3）発行価額 

額面金額100％ 

(4）発行の時期 

平成19年11月30日 

(5）償還方法 

満期一括償還 

(6）償還期限 

平成24年11月30日 

(7）資金の使途 

設備投資及び運転資金 

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   1,482   1,987 2,002  

２．受取手形 ※４ 6,739   7,459 7,015  

３．売掛金   10,965   12,585 11,296  

４．有価証券   3,152   1,983 3,305  

５．たな卸資産   4,734   4,734 4,507  

６．繰延税金資産   750   816 821  

７．その他   915   647 673  

貸倒引当金   △56   △1 △3  

流動資産合計     28,683 39.7 30,213 41.2   29,619 39.6

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1) 建物   2,312   2,743 2,780  

(2) 機械及び装置   1,158   1,694 1,527  

(3) 土地   2,363   2,361 2,361  

(4) その他   623   604 537  

有形固定資産合計   6,459   7,403 7,207  

２．無形固定資産   448   316 377  

３．投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   34,144   32,697 35,063  

(2) その他   2,631   2,771 2,651  

貸倒引当金   △92   △72 △72  

投資損失引当金   △48   ― ―  

投資その他の資産
合計 

  36,635   35,397 37,642  

固定資産合計     43,542 60.3 43,117 58.8   45,227 60.4

資産合計     72,226 100.0 73,331 100.0   74,846 100.0

           



 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形 ※４ 5,386   5,875 5,110  

２．買掛金   3,672   4,266 4,522  

３．短期借入金   1,860   1,860 1,860  

４．１年以内償還予定
社債 

  1,000   1,500 ―  

５．未払法人税等   480   971 1,221  

６．未払消費税等 ※５ 122   73 103  

７．前受金   2,208   1,674 2,171  

８．賞与引当金   1,093   1,150 1,053  

９．役員賞与引当金   20   30 50  

10．プラント保証引 
当金 

  161   90 132  

11．受注損失引当金   16   43 13  

12．建物等撤去費用引
当金 

  3   ― ―  

13．その他   1,292   1,121 1,504  

流動負債合計     17,318 24.0 18,657 25.4   17,743 23.7

Ⅱ 固定負債          

１．社債   1,500   ― 1,500  

２．繰延税金負債   3,960   3,422 4,297  

３．未払役員退職金   132   125 132  

４．退職給付引当金   1,199   1,269 1,185  

５．環境安全対策引当
金 

  75   75 75  

６．その他   95   91 95  

固定負債合計     6,964 9.6 4,984 6.8   7,287 9.7

負債合計     24,282 33.6 23,641 32.2   25,031 33.4



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

 １．資本金     5,752 8.0 5,752 7.8   5,752 7.7

 ２．資本剰余金          

 （１）資本準備金   6,195   6,195 6,195  

 （２）その他資本剰余 
金 

  2   2 2  

資本剰余金合計     6,197 8.6 6,197 8.5   6,197 8.3

３．利益剰余金          

（１）利益準備金   1,438   1,438 1,438  

（２）その他利益剰余
金   

         

   固定資産圧縮積
立金 

  279   271 275  

   特別償却積立金   22   13 17  

   株式消却積立金   1,600   1,600 1,600  

   別途積立金   22,000   25,500 22,000  

   繰越利益剰余金   3,538   3,107 5,024  

利益剰余金合計     28,878 40.0 31,930 43.6   30,355 40.6

  ４．自己株式     △992 △1.4 △1,018 △1.4   △1,010 △1.4

株主資本合計     39,836 55.2 42,862 58.5   41,296 55.2

 Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評
価差額金 

    8,107 11.2 6,826 9.3   8,519 11.4

評価・換算差額等合
計 

    8,107 11.2 6,826 9.3   8,519 11.4

純資産合計     47,943 66.4 49,689 67.8   49,815 66.6

負債純資産合計     72,226 100.0 73,331 100.0   74,846 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     20,966 100.0 25,443 100.0   44,012 100.0

Ⅱ 売上原価     15,080 71.9 18,642 73.3   31,957 72.6

売上総利益     5,886 28.1 6,800 26.7   12,054 27.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,069 19.4 4,618 18.1   8,455 19.2

営業利益     1,817 8.7 2,182 8.6   3,598 8.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   872 4.1 907 3.5   1,790 4.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   88 0.4 75 0.3   153 0.4

経常利益     2,601 12.4 3,013 11.8   5,235 11.9

Ⅵ 特別利益 ※３   1,201 5.7 1 0.0   1,625 3.7

Ⅶ 特別損失 ※４   231 1.1 37 0.1   548 1.3

税引前中間（当
期）純利益 

    3,571 17.0 2,977 11.7   6,312 14.3

法人税、住民税及
び事業税 

  566   1,081 1,543  

法人税等調整額   166 732 3.5 △33 1,047 4.1 97 1,640 3.7

中間（当期）純利
益 

    2,838 13.5 1,929 7.6   4,671 10.6

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  
 

  株  主  資  本

  

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式 

株主
資本
合計 

  

資本
準備
金 

その
他資
本剰
余金 

資本
剰余
金合
計 

利益
準備
金 

その他利益剰余金
利益
剰余
金合
計 

  

固定
資産
圧縮
積立
金 

特別
償却
積立
金 

株式
消却
積立
金 

別途
積立
金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,195 2 6,197 1,438 292 35 1,600 20,507 2,507 26,380 △813 37,517

中間会計期間中の変動額          

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）１ 

      △8 8 ―   ―

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）２ 

      △4 4 ―   ―

特別償却積立金の取崩 
（注）１ 

      △8 8 ―   ―

特別償却積立金の取崩 
（注）２ 

      △4 4 ―   ―

別途積立金の積立 （注）１       1,493 △1,493 ―   ―

剰余金の配当   （注）１       △301 △301   △301

役員賞与     （注）１       △40 △40   △40

中間純利益       2,838 2,838   2,838

自己株式の取得       ― △178 △178

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

         

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― ― ― △13 △13 ― 1,493 1,030 2,497 △178 2,318

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

5,752 6,195 2 6,197 1,438 279 22 1,600 22,000 3,538 28,878 △992 39,836



 （注）１.平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

    ２.当中間会計期間の決算処理によるものである。 

  

 

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

9,521 9,521 47,038

中間会計期間中の変動額  

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）１ 

  ―

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）２ 

  ―

特別償却積立金の取崩 
（注）１ 

  ―

特別償却積立金の取崩 
（注）２ 

  ―

別途積立金の積立 （注）１   ―

剰余金の配当   （注）１   △301

役員賞与     （注）１   △40

中間純利益   2,838

自己株式の取得   △178

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△1,414 △1,414 △1,414

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,414 △1,414 904

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

8,107 8,107 47,943



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

 

  株  主  資  本

  

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株
式 

株主
資本
合計 

  

資本
準備
金 

その
他資
本剰
余金 

資本
剰余
金合
計 

利益
準備
金 

その他利益剰余金
利益
剰余
金合
計 

  

固定
資産
圧縮
積立
金 

特別
償却
積立
金 

株式
消却
積立
金 

別途
積立
金 

繰越利
益剰余
金 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,195 2 6,197 1,438 275 17 1,600 22,000 5,024 30,355 △1,010 41,296

中間会計期間中の変動額          

固定資産圧縮積立金の取崩       △3 3 ―   ―

特別償却積立金の取崩       △4 4 ―   ―

別途積立金の積立        3,500 △3,500 ―   ―

剰余金の配当          △354 △354   △354

中間純利益       1,929 1,929   1,929

自己株式の取得       ― △8 △8

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

         

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― ― ― △3 △4 ― 3,500 △1,916 1,574 △8 1,566

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

5,752 6,195 2 6,197 1,438 271 13 1,600 25,500 3,107 31,930 △1,018 42,862

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

8,519 8,519 49,815

中間会計期間中の変動額  

固定資産圧縮積立金の取崩   ―

特別償却積立金の取崩   ―

別途積立金の積立    ―

剰余金の配当      △354

中間純利益   1,929

自己株式の取得   △8

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△1,693 △1,693 △1,693

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,693 △1,693 △126

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

6,826 6,826 49,689



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
 

  株  主  資  本

  

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株
式 

株主
資本
合計 

  

資本
準備
金 

その
他資
本剰
余金 

資本
剰余
金合
計 

利益
準備
金 

その他利益剰余金
利益
剰余
金合
計 

  

固定
資産
圧縮
積立
金 

特別
償却
積立
金 

株式
消却
積立
金 

別途
積立
金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,195 2 6,197 1,438 292 35 1,600 20,507 2,507 26,380 △813 37,517

事業年度中の変動額          

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）１ 

      △8 8 ―   ―

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）２ 

      △8 8 ―   ―

特別償却積立金の取崩 
（注）１ 

      △8 8 ―   ―

特別償却積立金の取崩 
（注）２ 

      △8 8 ―   ―

別途積立金の積立 （注）１       1,493 △1,493 ―   ―

剰余金の配当   （注）１       △301 △301   △301

剰余金の配当       △355 △355   △355

役員賞与     （注）１       △40 △40   △40

当期純利益       4,671 4,671   4,671

自己株式の取得       ― △196 △196

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

         

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― ― ― △17 △17 ― 1,493 2,517 3,975 △196 3,778

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

5,752 6,195 2 6,197 1,438 275 17 1,600 22,000 5,024 30,355 △1,010 41,296



 （注）１.平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

    ２.当事業年度の決算処理によるものである。 

  

  

  次へ 

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

9,521 9,521 47,038

事業年度中の変動額  

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）１ 

  ―

固定資産圧縮積立金の取崩 
（注）２ 

  ―

特別償却積立金の取崩 
（注）１ 

  ―

特別償却積立金の取崩 
（注）２ 

  ―

別途積立金の積立 （注）１   ―

剰余金の配当   （注）１   △301

剰余金の配当   △355

役員賞与     （注）１   △40

当期純利益   4,671

自己株式の取得   △196

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△1,001 △1,001 △1,001

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△1,001 △1,001 2,776

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

8,519 8,519 49,815



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法によっている。 同左 同左 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法に

よっている。 

同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

（時価のあるもの） （時価のあるもの） （時価のあるもの） 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法によっている。

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算

定している。） 

同左  決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっている。（評

価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定し

ている。） 

（時価のないもの） （時価のないもの） （時価のないもの） 

 移動平均法による原価法に

よっている。 

同左 同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 製品・仕掛品は個別法による

原価法、原材料・貯蔵品は総平

均法による原価法により評価し

ている。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法によっている。 

 但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用

している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物      15年～50年 

機械及び装置  ５年～12年 

その他     ２年～40年 

 定率法によっている。 

 但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用

している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物      15年～50年 

機械及び装置  ５年～13年 

   その他     ２年～40年 

 定率法によっている。 

 但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用

している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物      15年～50年 

機械及び装置  ５年～13年 

その他     ２年～40年 

   （会計方針の変更）   

     法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

している。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益はそ

れぞれ４百万円減少している。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   （追加情報）   

     法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により、取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上している。 

これにより、営業利益は18百

万円減少し、経常利益及び税引

前中間純利益はそれぞれ20百万

円減少している。 

  

(2）無形固定資産及び長期前払費

用 

(2）無形固定資産及び長期前払費

用 

(2）無形固定資産及び長期前払費

用 

 定額法によっている。 同左 同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売掛金・貸付金等の債権の貸

倒れによる損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破

産更生債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに充て

るため、支給見込額を計上して

いる。 

同左 同左 

 （3）役員賞与引当金  （3）役員賞与引当金  （3）役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上している。 

    役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上している。 

役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額を計上している。 

  

 （会計方針の変更）   （会計方針の変更） 

   当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用している。 

   これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ20百万円減少している。 

     当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用している。 

   これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ50百万円減少している。 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）プラント保証引当金 (4)プラント保証引当金 (4)プラント保証引当金 

 プラント及び大型受注機械等

の検収引渡後の一定期間中の性

能を保証するため、過去２年間

の売上高に対するクレーム費用

発生高の割合を基礎に当中間期

の売上高に対して計上してい

る。 

同左  プラント及び大型受注機械等

の検収引渡後の一定期間中の性

能を保証するため、過去２年間

の売上高に対するクレーム費用

発生高の割合を基礎に当期の売

上高に対して計上している。 

(5) 受注損失引当金 (5) 受注損失引当金 (5) 受注損失引当金 

  受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当中間期末におけ

る受注契約に係る損失見込額を

計上している。 

同左   受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当期末における受

注契約に係る損失見込額を計上

している。 

(6) 建物等撤去費用引当金 ────── ────── 

  建物等の撤去が決定し、その

処理費用の支出に備えるため、

当中間期末における撤去費用の

見込額を計上している。 

    

(7)退職給付引当金 (6)退職給付引当金 (6）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生し

ていると認められる額を計上し

ている。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしている。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生し

ていると認められる額を計上し

ている。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

にわたり定額法により償却して

いる。また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌

期から費用処理することとして

いる。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してい

る。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

にわたり定額法により償却して

いる。また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌

期から費用処理することとして

いる。 

(8)投資損失引当金 ────── ────── 

 子会社等の財政状態が悪化

し、その株式の実質価額が低下

した場合、その低下に相当する

額を計上している。 

    



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(9)環境安全対策引当金 (7)環境安全対策引当金 (7)環境安全対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物及びア

スベスト対策等の処理費用の支

出に備えるため、当中間会計期

間末において、その金額を合理

的に見積ることができる額を計

上している。 

同左    保管するＰＣＢ廃棄物及びア

スベスト対策等の処理費用の支

出に備えるため、当期末におい

て、その金額を合理的に見積る

ことができる額を計上してい

る。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 

５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

６．へッジ会計の方法 ６．へッジ会計の方法 ６．へッジ会計の方法 

(1）へッジ会計の方法 (1）へッジ会計の方法 (1）へッジ会計の方法 

  へッジ会計の要件を満たす為

替予約が付されている外貨建金

銭債権債務については振当処理

を、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例処

理を行っている。 

同左 同左 

(2）へッジ手段とへッジ対象 (2）へッジ手段とへッジ対象 (2）へッジ手段とへッジ対象 

へッジ手段…デリバティブ取

引（為替予約取

引及び金利スワ

ップ取引） 

へッジ手段…同左 へッジ手段…同左 

へッジ対象…外貨建金銭債権

債務及び借入金

利 

へッジ対象…同左 へッジ対象…同左 

(3）へッジ方針 (3）へッジ方針 (3）へッジ方針 

  外貨建金銭債権債務の為替リ

スクについては、対象となる債

権及び債務の範囲内とし、また

借入金の金利リスクについても

対象となる金利に係る借入金残

高の範囲内としている。 

同左 同左 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）へッジ有効性評価の方法 (4）へッジ有効性評価の方法 (4)へッジ有効性評価の方法 

  当社の為替予約は、個別に為

替予約を付す場合に限られてお

り、当然にヘッジの有効性が確

保されるため、有効性評価（事

後テスト）を省略している。 

  金利スワップにおいては、特

例処理の要件を満たす場合、有

効性評価（事後テスト）を省略

している。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用している。 同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は47,943百万円であ

る。 

なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

    当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は49,815百万円であ

る。 

なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

している。 

 （企業結合に係る会計基準） ──────  （企業結合に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、「企業結

合に係る会計基準」（「企業結合

に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成15

年10月31日））及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用している。 

    当事業年度より、「企業結合に

係る会計基準」（「企業結合に係

る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成15年

10月31日））及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

10,770百万円 10,927百万円 10,808百万円 

２．偶発債務 ２．偶発債務 ２．偶発債務 

（保証債務） （保証債務） （保証債務） 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入金等に対し債務保証を行ってい

る。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入金等に対し債務保証を行ってい

る。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入金等に対し債務保証を行ってい

る。 
  

  

ハインリッヒワグナーシン
トーマシーネンファブリッ
ク社 

1,246百万円 

（外貨建         8,237千ユーロ)

シントーアメリカ社 832百万円 

（外貨建         7,000千米ドル)

シントーブラジルプロドゥ
トス社 

83百万円 

（外貨建          705千米ドル)

青島新東機械有限公司 267百万円 

（外貨建  2,000千米ドル   237百万円)

（  〃   2,000千元     29百万円)

韓国新東工業株式会社 267百万円 

（外貨建       2,100,000千ウォン)

計 2,697百万円 

  
ハインリッヒワグナーシン
トーマシーネンファブリッ
ク社 

1,644百万円 

（外貨建         9,971千ユーロ)

シントーアメリカ社 582百万円 

（外貨建         5,000千米ドル)

シントーブラジルプロドゥ
トス社 

176百万円 

（外貨建   1,633千レアル  103百万円）

（  〃    630千米ドル  73百万円）

青島新東機械有限公司 381百万円 

（外貨建   3,010千米ドル  350百万円）

（  〃   2,000千元    30百万円) 

韓国新東工業株式会社 178百万円 

（外貨建       1,400,000千ウォン)

計 2,963百万円 

ハインリッヒワグナーシン
トーマシーネンファブリッ
ク社 

1,636百万円 

（外貨建         10,301千ユーロ)

シントーアメリカ社 928百万円 

（外貨建         7,800千米ドル)

シントーブラジルプロドゥ
トス社 

139百万円 

（外貨建   1,108千レアル  64百万円）

（  〃    630千米ドル  75百万円）

青島新東機械有限公司 391百万円 

（外貨建   2,780千米ドル  330百万円）

（  〃   4,000千元     61百万円）

韓国新東工業株式会社 25百万円 

（外貨建        200,000千ウォン)

計 3,121百万円 

 （注）上記の外貨建保証債務は、中間決算

日の為替相場により換算している。 

同左  （注）上記の外貨建保証債務は、決算日

の為替相場により換算している。 

３．受取手形裏書譲渡高    57百万円 

  輸出手形割引高      82百万円 

３．受取手形裏書譲渡高    90百万円 

  輸出手形割引高      117百万円 

３．受取手形裏書譲渡高    33百万円 

  輸出手形割引高      75百万円 

※４．中間期末日満期手形 ※４．中間期末日満期手形 ※４．期末日満期手形 

    当中間期の末日は金融機関が休日で

あったが、満期日に決済が行われたも

のとして処理しており、中間期末残高

から除いている。当中間期末日満期手

形は次のとおりである。 

    当中間期の末日は金融機関が休日で

あったが、満期日に決済が行われたも

のとして処理しており、中間期末残高

から除いている。当中間期末日満期手

形は次のとおりである。 

    当期末日は金融機関が休日であった

が、満期日に決済が行われたものとし

て処理しており、期末残高から除いて

いる。当期末日満期手形は次のとおり

である。 
  

受取手形 680百万円

支払手形 1,086百万円

  
受取手形 1,182百万円

支払手形 816百万円

受取手形 1,026百万円

支払手形 591百万円

※５．消費税等の取扱い ※５．消費税等の取扱い ※５．    ────── 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上表示している。 

同左   



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加25千株及び平成18年９月５日開催の取締役会の決議による取得

100千株である。 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要項目 ※１．営業外収益のうち重要項目 ※１．営業外収益のうち重要項目 
  

受取利息 12百万円

有価証券利息 30百万円

受取配当金 697百万円

受取賃貸料 65百万円

  
受取利息 16百万円

有価証券利息 42百万円

受取配当金 754百万円

受取賃貸料 53百万円

受取利息 27百万円

有価証券利息 62百万円

受取配当金 1,216百万円

受取賃貸料 115百万円

※２．営業外費用のうち重要項目 ※２．営業外費用のうち重要項目 ※２．営業外費用のうち重要項目 
  

  

支払利息 8百万円

社債利息 9百万円

投資事業組合運用損 23百万円

寄付金 10百万円

不動産取得税 17百万円

  

  

支払利息 12百万円

社債利息 3百万円

寄付金 14百万円

賃貸原価 16百万円

支払利息 19百万円

社債利息 16百万円

投資事業組合運用損 16百万円

寄付金 20百万円

不動産取得税 20百万円

賃貸原価 17百万円

和解金 16百万円

※３．特別利益のうち重要項目 ※３．    ────── ※３．特別利益のうち重要項目 
  

抱合せ株式消滅差益 1,124百万円
  

抱合せ株式消滅差益 1,124百万円

当社は、子会社であるエムエステッ

ク(株)、中部シントー(株)及び西部新

東工業(株)の３社を平成18年７月１日

付で吸収合併し、被合併会社３社の合

併期日の前日に付された適正な帳簿価

額により引継いだ資産、負債及び有価

証券評価差額金と、子会社株式の帳簿

価額との差額を計上している。 

  当社は、子会社であるエムエステッ

ク(株)、中部シントー(株)及び西部新

東工業(株)の３社を平成18年７月１日

付で吸収合併し、被合併会社３社の合

併期日の前日に付された適正な帳簿価

額により引継いだ資産、負債及び有価

証券評価差額金と、子会社株式の帳簿

価額との差額を計上している。 

※４．特別損失のうち重要項目 ※４．    ────── ※４．特別損失のうち重要項目 
  

製品補償費 208百万円
  

    製品補償費 489百万円

なお、製品補償費は当社が販売した

製品の補償のために対応した臨時的に

発生した費用である。 

  なお、製品補償費は当社が販売した

製品の補償のために対応した臨時的に

発生した費用である。 

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 
  

有形固定資産減価償却額 175百万円

無形固定資産減価償却額 91百万円

  
有形固定資産減価償却額 293百万円

無形固定資産減価償却額 86百万円

有形固定資産減価償却額 415百万円

無形固定資産減価償却額 183百万円

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 1,806 125 － 1,932 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加４千株である。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）増加株式数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加37千株及び平成18年９月５日開催の取締役会の決議による取得

100千株である。 

  

  

  次へ 

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 1,944 4 － 1,949 

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数 
（千株） 

普通株式（注） 1,806 137 － 1,944 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

    
その他 

（車両運搬具、工
具・器具・備品） 

 

    百万円 

取得価額相当額   598 

減価償却累計額
相当額 

  235 

減損損失累計額
相当額 

  － 

中間期末残高相
当額 

  363 

  

  

  
その他

（車両運搬具、工
具・器具・備品）

  百万円

取得価額相当額 791

減価償却累計額
相当額 

291

減損損失累計額
相当額 

－

中間期末残高相
当額 

499

 
その他 

（車両運搬具、工
具・器具・備品） 

  

 百万円  

取得価額相当額  718  

減価償却累計額
相当額 

 270  

減損損失累計額
相当額 

 －  

期末残高相当額  447  

（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定している。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 
  

        

１年以内 124百万円

１年超 239百万円

合計 363百万円

リース資産減損勘定

の残高 

 

－百万円

  

        

１年以内 169百万円

１年超 330百万円

合計 499百万円

リース資産減損勘定

の残高 

 

－百万円

        

１年以内 149百万円

１年超 297百万円

合計 447百万円

リース資産減損勘定

の残高 

 

－百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、中

間財務諸表等規則第５条の３にお

いて準用する財務諸表等規則第８

条の６第２項の規定に基づき、支

払利子込み法により算定してい

る。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、財務

諸表等規則第８条の６第２項の規

定に基づき、支払利子込み法によ

り算定している。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 
  

支払リース料 52百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

 

－百万円

減価償却費相当額 52百万円

減損損失 －百万円

  
支払リース料 90百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

 

－百万円

減価償却費相当額 90百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 143百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

 

－百万円

減価償却費相当額 143百万円

減損損失 －百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価

額を零とする定額法によっている。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。 

  

（企業結合等関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．結合当事企業の名称及び事業の

内容、企業結合の法的形式、結

合後企業の名称並びに取引の目

的を含む取引の概要 

―――――――― 

  

１．結合当事企業の名称及び事業の

内容、企業結合の法的形式、結

合後企業の名称並びに取引の目

的を含む取引の概要 

（1） 結合当事企業の名称及び事業

の内容 

  （1） 結合当事企業の名称及び事業

の内容 

①結合企業   ①結合企業 

 名称 新東工業（株）（当社）    名称 新東工業（株）（当社） 

 事業の内容 鋳造装置、公害防

止装置、表面処理装

置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の

製造及び販売 

   事業の内容 鋳造装置、公害防

止装置、表面処理装

置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の

製造及び販売 

②被結合企業   ②被結合企業 

 名称及び事業の内容    名称及び事業の内容 

 中部シントー（株）（当社の完

全子会社） 

   中部シントー（株）（当社の完

全子会社） 

  鋳造装置、公害防止装置、表

面処理装置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の販売 

    鋳造装置、公害防止装置、表

面処理装置、粉粒体処理装

置、型・成形機等の販売 

 西部新東工業（株）（当社の完

全子会社） 

   西部新東工業（株）（当社の完

全子会社） 

  鋳造装置の製造・販売及び表

面処理装置、環境関連装置の

販売 

    鋳造装置の製造・販売及び表

面処理装置、環境関連装置の

販売 

 エムエステック（株）（当社の

完全子会社） 

   エムエステック（株）（当社の

完全子会社） 

  鋳造プラント、表面処理装置

等の据付工事 

    鋳造プラント、表面処理装置

等の据付工事 

（2） 企業結合の法的形式及び結合

後企業の名称 

  （2） 企業結合の法的形式及び結合

後企業の名称 

 当社を存続会社、中部シント

ー（株）、西部新東工業（株）

及びエムエステック（株）を消

滅会社とする吸収合併であり、

結合後企業の名称は新東工業

（株）となっている。なお、合

併による新株式の発行及び資本

金の増加はない。 

  

   当社を存続会社、中部シント

ー（株）、西部新東工業（株）

及びエムエステック（株）を消

滅会社とする吸収合併であり、

結合後企業の名称は新東工業

（株）となっている。なお、合

併による新株式の発行及び資本

金の増加はない。 

  



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（3） 取引の目的を含む取引の概要   （3） 取引の目的を含む取引の概要 

 当社は、子会社で運営してい

る中部地区における販売事業及

び設備・装置の据付工事の事業

を統合するとともに、九州地区

における鋳造装置の設計・製作

機能と同地区での営業機能を吸

収し、これらに関連する営業、

設計・生産及び工事の機能とそ

の要員等の経営資源を集約する

ことによる事業効率向上を目的

に、当社の完全子会社である中

部シントー（株）、西部新東 

工業（株）及びエムエステック

（株）の３社を平成18年７月１

日付で合併した。 

   当社は、子会社で運営してい

る中部地区における販売事業及

び設備・装置の据付工事の事業

を統合するとともに、九州地区

における鋳造装置の設計・製作

機能と同地区での営業機能を吸

収し、これらに関連する営業、

設計・生産及び工事の機能とそ

の要員等の経営資源を集約する

ことによる事業効率向上を目的

に、当社の完全子会社である中

部シントー（株）、西部新東 

工業（株）及びエムエステック

（株）の３社を平成18年７月１

日付で合併した。 

２. 実施した会計処理の概要 ―――――――― ２. 実施した会計処理の概要 

   当社は、中部シントー

（株）、西部新東工業（株）及

びエムエステック（株）の合併

期日の前日に付された適正な帳

簿価額により引き継いだ資産、

負債及び有価証券評価差額金

と、子会社株式の帳簿価額との

差額を特別利益に計上してい

る。 

     当社は、中部シントー

（株）、西部新東工業（株）及

びエムエステック（株）の合併

期日の前日に付された適正な帳

簿価額により引き継いだ資産、

負債及び有価証券評価差額金

と、子会社株式の帳簿価額との

差額を特別利益の抱合せ株式消

滅差益に計上している。 



（重要な後発事象） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── １．東部シントー（株）との合併 ────── 

  当社は、平成19年７月５日開催の

当社取締役会決議に基づき、経営資

源を集約することによる事業効率向

上を目的に、平成19年10月１日付で

連結子会社の東部シントー(株)を吸

収合併している。 

この合併により、当社は東部シン

トー（株）の合併期日の前日に付さ

れた適正な帳簿価額により引継いだ

資産、負債及びその他有価証券評価

差額金と、子会社株式の帳簿価額と

の差額535百万円を抱合せ株式消滅差

益（特別利益）に計上している。 

  

  (1）合併期日   

  平成19年10月１日   

  (2）合併方式   

  当社を存続会社とする吸収合併

方式で東部シントー（株）は解

散した。 

  

  (3）合併比率   

  当社は被合併会社の発行済株式

の全てを保有しており、当合併

による新株式の発行及び資本金

の増加はない。 

  

  (4）財産の引継   

  合併期日において被合併会社の

資産・負債及び権利義務の一切

を引継いだ。 

  

  (5）引継いだ資産、負債及びその他

有価証券評価差額金の内訳 

  

    （単位：百万円）  

  
  

資産 負債・評価差額金

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 1,243流動負債 912

固定資産 383固定負債 61

   その他有

価証券評

価差額金 
45

合計 1,627合計 1,019

  



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (6）被合併会社の概要   

            (単位:百万円）   

  
 

事業内容 鋳造装置、表面処理

装置、環境関連装置

及び部品の販売、据

付工事 

売上高 

（平成19年３月期）
2,756

当期純利益 

（平成19年３月期）
87

総資産 

（平成19年３月期）
1,639

株主資本 

（平成19年３月期）
642

従業員数 

（平成19年３月期）
26名

  

  ２．東伸産業(株)からの事業の譲受け   

  当社は、平成19年７月５日開催の

当社取締役会決議に基づき、経営資

源を集約することによる事業効率向

上を目的に、平成19年10月１日付で

連結子会社である東伸産業(株)から

鋳造、表面処理関連製品の販売及び

一部製品の製造に関する事業を譲受

けている。 

  

  (1）譲受期日   

  平成19年10月１日   

  (2）譲受ける事業の経営成績   

  （単位：百万円）   

  
  

売上高 

（平成19年３月期）
1,783

営業利益 

（平成19年３月期）
124

  

  (3）譲受資産・負債の項目及び金額   

            （単位：百万円）   

  
 

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 301流動負債 123

固定資産 2固定負債 24

合計 303合計 147

  

  (4) 譲受対価   156百万円   



  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ３．社債の発行   

  当社は、平成19年11月６日開催の

取締役会において、第７回、第８回

無担保社債の発行を決議し、平成19

年11月30日付で社債を発行してい

る。 

  

  (1) 発行総額   

    2,500百万円   

  (2) 発行利息   

    年1.42％（2,000百万円分） 

年1.40％（ 500百万円分) 

  

  (3）発行価額   

  額面金額100％   

  (4）発行の時期   

  平成19年11月30日   

  (5）償還方法   

  満期一括償還   

  (6）償還期限   

  平成24年11月30日   

  (7）資金の使途   

  設備投資及び運転資金   



(2）【その他】 

平成19年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(1) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・382,231,899円 

(2) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・７円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・平成19年12月10日 

 （注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第110期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

   平成19年10月16日関東財務局長に提出 

事業年度（第110期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報

告書である。 

(3) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年４月13日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日）平成19年５月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）平成19年６月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年６月30日）平成19年７月13日関東財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項なし 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月２２日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 加藤 正樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

新東工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、新東工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管している。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月２１日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 松岡 正明  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている新東工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、新東工業株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管している。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月２２日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 加藤 正樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

新東工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１０期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、新東工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間 （平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から企

業結合に係る会計基準が適用されることになったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管している。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月２１日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 松岡 正明  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている新東工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１１１期事業年度の中間会計

期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、新東工業株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間 （平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象の１に記載されているとおり、会社は平成１９年１０月１日に連結子会社の東部シントー株式会社

を吸収合併している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管している。 
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